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研修のあり方の検討及び報告にあたって 

 

市町村を取り巻く社会経済情勢が大きく変化する中、東京都市町村職員研修所（以下「研

修所」という。）は、平成 12年度に、それまで市町村と共同で策定していた５か年計画の

更新をやめ、新たに研修所の責任において「研修基本方針」を策定し、これに基づき都内

39市町村による共同の職員研修機関として、時代の変化に即応すべく研修を実施してきた。 

一方、地方分権改革の進展に伴い、多様化・高度化する住民ニーズに的確に対応するた

めには、職員一人ひとりの政策形成能力や法務能力の向上が必要不可欠とされ、多様な研

修機会の提供や研修レベルの向上、研修内容の充実が求められてきたところである。 

このような状況を踏まえ、研修所では平成 21年度に研修担当係長をメンバーとする「東

京都市町村職員研修所研修あり方検討会」（以下「検討会」という。）を設置して、研修所

研修の現状と課題について検討・報告を行い、その改善方向を毎年度の研修所研修実施計

画に反映してきた。 

前回の検討会から５年が経過し、「職員の高齢化・高学歴化」、「女性職員比率の向上」、「精

神疾患を有する職員の増加」など職員構成の質的変化や、平成 26年４月に成立した改正地

方公務員法による『人事評価制度の導入等による能力・実績に基づく人事管理の徹底』な

どの新たな時代の要請を受けて、研修所では平成 26 年４月に研修担当課長をメンバーに、

再度検討会を立ち上げ、研修所研修基本方針の全面改定を行うとともに、新たな基本方針

を具現化するため、研修所研修の方向性とその展開方法について検討を重ねてきたところ

である。 

研修所においては、この検討会の報告の趣旨を踏まえ、市町村と連携・協力を進め、よ

り効率的、効果的な研修を実施することにより、市町村の人材育成の一層の推進が図られ

ることを望むものである。 

 

 

東京都市町村職員研修所研修のあり方検討会 
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第１章 研修のあり方検討会設置の背景及び目的 

 
第１節 設置の背景 

市町村を取り巻く社会経済情勢は、少子高齢化、グローバル化、環境・エネルギ

ー問題の深刻化など大きく変化している。さらに、地方分権改革の進展に伴い、国

と地方自治体の関係は、上下・主従の関係から対等・協力の関係に移行し、市町村

の自己決定権と自己責任が拡大する中で、住民のニーズや地域の実情に合った施策

を、市町村が権限と責任をもって展開するため、それを担う職員の資質や能力も一

層の高度化が求められている。 
一方、厳しい財政状況や行政改革による定員削減などの影響により、職員にかか

る業務負担は増加しており、市町村によっては、職員に充分な研修を受けさせる余

裕のない状況も見受けられる。 

また、ストレスやハラスメントに起因する病気休職や早期退職など新たな人事管

理の課題も顕在化してきている。 
表－１－１ 全国市町村の職員数の推移 

市町村職員数 一般行政関係 その他 計 

H７ 851,869人 378,077人 1,229,946人 

H12 848,678人 367,101人 1,215,779人 

H17 772,168人 336,910人 1,109,078人 

H22 695,475人 299,923人 995,398人 

H24 679,530人 292,374人 971,904人 

【出典；総務省 地方財政白書】 
表－１－２ 東京都市町村の職員数の推移 

市町村職員数 一般行政関係 その他 計 

H７ 23,096人 9,738人 32,834人 

H12 22,672人 8,626人 31,298人 

H17 21,436人 7,383人 28,819人 

H22 19,995人 6,335人 26,330人 

H24 19,930人 5,988人 25,918人 

【東京都：東京都区市町村年報】 
 

第２節 設置の目的 

研修所では、平成 21 年度検討会を設置し、この検討報告に基づき、毎年度の研修

計画の見直しや内容の充実を図ってきた。前回の検討会から５年が経過し、この間

の社会状況の変化や新たな課題等を踏まえ、研修所の今後の役割について大局的な

見地から検討を行うものである。  
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第２章 自治体の人材育成を取り巻く環境の変化 

 
第１節 職員構成等の変化 

自治体人事行政に変化を迫るものとして、職員構成の変容の３つの要素、「職員の

高齢化・高学歴化」、「女性職員比率の向上」、「精神疾患を有する職員の増加」があ

げられる。 
 

１ 職員の高齢化・高学歴化 

全国地方自治体の一般行政職の平均年齢は、昭和 48 年に 34.6 歳であったが、平

成 20 年には 43.7 歳でピークを迎え、35 年間で９歳上昇した。その後は、厳しい財

政状況や行政改革による定員削減などの採用抑制の影響により、43 歳前後で推移し

ているものの、４年で１歳ずつ上昇するという速いテンポで高齢化が進んできてい

る。 
表－２ 平均年齢の推移（一般行政職）      単位：歳 

区  分 S48 S53 S58 S63 H５ H10 H15 

全地方公共団体 34.6 35.9 37.2 38.9 39.5 40.9 42.6 

都 道 府 県 36.2 37.9 38.8 39.5 39.4 40.7 42.4 

指 定 都 市 34.1 35.7 36.9 38.6 39.8 41.5 42.8 

市 33.7 35.2 36.9 39.2 40.1 41.4 43.1 

町 村 33.3 34.5 35.9 38.3 39.1 40.2 41.7 

特 別 区 31.2 33.3 34.5 36.2 37.6 40.0 43.4 

一 部 事 務 組 合 35.0 36.3 37.7 39.7 40.8 41.9 43.7 

国 38.3 39.7 40.1 39.5 38.7 39.3 40.5 

 
区  分 H20 H22 H23 H24 H25 

全地方公共団体 43.7 43.5 43.3 43.1 42.8 

都 道 府 県 43.7 43.7 43.7 43.5 43.4 

指 定 都 市 43.4 42.9 42.8 42.5 42.3 

市 43.8 43.4 43.2 42.9 42.7 

町 村 43.3 43.3 43.1 42.8 42.5 

特 別 区 44.2 43.6 43.3 42.9 42.5 

一 部 事 務 組 合 44.8 44.8 44.7 44.7 44.5 

国 41.1 41.9 42.3 42.8 43.1 

【総務省：地方公務員給与実態調査】 
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また、職員の学歴についても変容がある。平成 25年の全地方公共団体（一部事務

組合等を除く）一般行政職の学歴別の職員構成比は、大学卒が、61.1％、短大卒が

9.5％、高校卒が 29.0％、中学卒が 0.4％だが、10年前の平成 16年度の大学卒が 50.8％

であるので、大学卒は 10 年間で 10 ポイント上昇したことになり、職員が高学歴化

してきているといえる。 
表－３ 学歴別職員数構成（全地方公共団体） 単位：人 ％ 

区 分 

一般行政職 

職 員 数 構成比 

H25 H16 H25 H16 

全 学 歴 815,974 932,258 100 100 

大 学 卒 498,692 473,368 61.1 50.8 

短 大 卒 77,847 89,384 9.5 9.6 

高 校 卒 236,532 361,910 29.0 38.8 

中 学 卒 2,903 7,596 0.4 0.8 

【総務省：地方公務員給与実態調査】 
 

２ 女性職員比率の向上 

平成 25年 4月 1日現在の一般職員数（臨時職員及び特定地方独立行政法人を含み、

教育公務員及び警察官を除く。）は、1,635,518 人で、女性職員は 599,984 人であり

36.7％を占めている。約 40 年前の昭和 48 年度における女性職員比率は 30.8％であ

り、確実に一般職員に占める女性の職員比率は上昇している。 

表－４ 一般職員に占める女性職員の割合     単位：人 ％ 

年度 総 数 女 性 男 性 女性の割合 

S48 1,719,866 530,500 1,189,366 30.8 

S53 1,920,014 623,441 1,296,573 32.5 

S58 2,004,116 660,433 1,343,683 33.0 

S63 1,984,340 655,974 1,328,366 33.1 

H５ 2,053,188 695,131 1,358,057 33.9 

H10 2,064,204 717,129 1,347,075 34.7 

H15 1,966,290 696,805 1,269,485 35.4 

H20 1,770,340 630,120 1,140,220 35.6 

H25 1,635,518 599,984 1,035,534 36.7 

【総務省：地方公務員給与実態調査】 
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３ 精神疾患等を有する職員の増加  

厳しい財政状況や行政改革による定員削減により職員数が減少する一方で、住民

ニーズの多様化・高度化に伴い、職員一人あたりの仕事量は増加しているように見

受けられる。仕事に対する時間的余裕がなくなり、人間関係も希薄になる傾向が見

られる中で、多くの職員は日常業務を堅実に遂行しようと努力しているが、その結

果としてストレスやハラスメントに起因する精神系疾患による病気休職や早期退職

など、新たな人事管理の課題が顕在化してきている。 
「地方公務員健康状況等の現況」（一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会）

の平成 25年度調査結果をみると、10年前と比べ、「精神及び行動の障害」で長期の

病休を取った地方公務員の数が 2.1倍に増えている。 

地方公務員の長期病休者(注 1)数は平成 20 年度をピークに減っているが、「精神及

び行動の障害」を理由とした長期病休者数は、年々増加しており、平成 24年度から

は、長期病休者数（10万人率）全体に占める割合が 50％を超える結果となっている。 

メンタルヘルス対策は、職員の健康管理や安全配慮義務の履行を目的とするだけ

でなく、個々の職員の職務遂行能力や職場の活性化の維持・向上を図るためにも重

大な課題である。  (注 1) 長期病休者とは、疾病等により休業 30日以上又は１ヵ月以上の療養者 

 
表―５ 地方公務員の長期病休者の状況 

年  度 H15 H16 H17 H18 H19 

調査対象職員数(人) 793,442 787,974 795,141 770,062 760,322 

長期病休者数(人)     a 15,949 16,189 16,772 18,141 18,315 

 精神及び行動の障害(人) b 4,694 5,535 6,345 7,428 7,823 

構成比（％）         b/a 29.4 34.2 37.8 40.9 42.7 

10万人率 591.6 702.4 798.0 964.6 1,028.9 

 
年  度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

調査対象職員数(人) 802,085 804,949 799,339 780,363 748,345 743,850 

長期病休者数(人)     a 19,777 19,633 19,224 18,716 17,922 17,603 

 

 

精神及び行動の障害(人) b 9,161 9,247 9,098 9,178 9,097 9,070 

構成比（％）         b/a 46.3 47.1 47.3 49.0 50.8 51.5 

10万人率 1,142.1 1,148.8 1,138.2 1,176.1 1,215.6 1,219.3 

【（一財）地方公務員安全衛生推進協会：地方公務員 健康状況等の現況】 
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表－６ 地方公務員の長期病休者数（10万人率）の推移 

年 度 H14 H15 H16 H17 H18 H19 

病休者数（人） 15,703 15,949 16,189 16,772 18,141 18,315 

10 万人率（人） 1,955.3 2,010.1 2,054.5 2,109.3 2,355.8 2,408.8 

 

年 度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

病休者数（人） 19,777 19,633 19,224 18,716 17,922 17,603 

10 万人率（人） 2,465.7 2,439.0 2,404.9 2,398.4 2,394.9 2,366.5 

【（一財）地方公務員安全衛生推進協会：地方公務員 健康状況等の現況】 
 
第２節 地方公務員法改正等 

平成９年に策定された「地方自治・新時代に対応した地方公共団体の行政改革推

進のための指針について」の中で「地方分権の時代にふさわしい総合的な人材育成」

が求められており、同指針においては、人材育成の基本方針の策定、人材育成の観

点に立った人事管理、職場風土や仕事の推進プロセスの改善等の総合的人材育成、

他自治体や民間との積極的な人事交流、研修の充実等の必要性が指摘されている。

これを受けて策定された「地方自治・新時代における人材育成基本方針策定指針」

では、人材育成の目的の明確化、学習的風土づくり等の総合的取組の推進、職員研

修の充実、多様化、人材育成推進体制の整備等などが必要な改革として取り扱われ

ており、人事評価システムの改革についても目標による管理等の内容が明記されて

いた。 

平成 26 年４月に、能力及び実績に基づく人事管理の徹底と退職管理の適正の確保

を二本柱とする地方公務員法の改正法案が成立した。今回の地方公務員法の改正に

おいて、能力及び実績に基づく人事管理の徹底に関する部分のうち、中心になるの

は「新たな人事評価制度の導入」である。職員がその職務を遂行するに当たり発揮

した能力及びあげた業績を把握したうえで行われる人事評価制度を導入し、これを

任用、給与、分限その他人事管理の基礎とするものである。 
 

地方公務員法改正の概要 
１ 能力及び実績に基づく人事管理の徹底 
（１）能力本位の任用制度の確立 
（２）人事評価制度の導入 
（３）分限事由の明確化 
（４）その他 

２ 退職管理の適正の確保 
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具体的な人事評価と人材育成の関係としては、求められる人材像と人事評価基準

が明示され、評価者が評価基準に則って能力評価・業績評価を行い、評価結果の開

示等を通じて、被評価者（職員）のやる気の増進、主体的な能力開発に結びつけて

いくことが求められている。 
 

 

【総務省公務員部：地方公共団体における人事評価制度の導入等について】 
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第３章 研修所研修基本方針の現状と課題  

 
第１節 策定の経緯と現状 

１ 策定経緯 

（１）研修所の研修は、昭和 51年度を初年度とする第１次５か年計画から第５次５

か年計画まで５年ごとに市町村と共同で検討組織を設置しつつ基本計画を策定

し、それぞれの時代の要請に応じるべく研修を実施してきた。 
 
（２）平成 12年度に、それまでの５か年計画の策定をやめ、新たに研修所の責任に

おいて基本方針を策定し、それに基づき研修を実施している。 
 
２ 基本方針の現状 

（１）現行の基本方針は、社会環境、目指す職員像、育成目標と８つの基本的な方

針から構成され、部分的に加筆・修正を行って現在に至っている。 
 
（２）策定当時に比べ、市町村の財政状況は厳しさを増しており、各市町村では、

限られた財源を有効に活用するとともに、資質の高い職員による少数精鋭での

事業実施と人的資源の開発・育成に努めなければならず、研修所及び市町村で

の職員研修の重要性はますます高くなっている。 
 
第２節 現行の研修基本方針 

平成 12 年度からの基本方針は、部分的に加筆修正により現在に至っており、次の

５つの内容から構成されている。 
 

１ 社会環境 

現在の市町村を取り巻く環境は、世界的金融危機を発端とする経済・雇用情勢の

悪化、歯止めのかからない少子高齢化の進行、人口減少社会の到来などもあり、未

曾有の厳しい状況にある。 

また、住民の意識の変化・価値観の多様化に伴い、行政需要は増大・複雑化し、

求められるスピードも一層速まり、さらには団塊世代職員の大量退職による世代交

代も重なり、現場における職員の対応も困難を増している。 

厳しい社会環境の中で組織を支え担う人的パワーの役割は大きく、人材育成の役

割は、その重みを増してくる。今まさに、いずれの市町村においても、組織力の向

上とそれを担う職員の能力及び意欲の向上が、強く求められているといえる。 
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２ 目指す職員像 

研修所は、職員の能力開発に重点を置いた研修を着実に実施することにより、市

町村をめぐる行政環境の変化に対応し、積極的に課題解決に取組むことのできる職

員の養成を目指す。 
 

３ 育成目標 

多様な研修機会を提供するとともに、自己啓発の支援にも留意し、公務員として

の自覚・意識を持ち住民の信託に応える職員の育成を目標とする。 
 

４ 基本的な方針 

（１）主体的、自立的に政策展開を担っていくことのできる政策形成能力及び政策

実現手段としての政策法務能力の向上を図るため、法務研修及び自治体経営研

修を体系的に実施する。 

 

（２）各職層において必要とされる基礎知識、問題解決能力、政策形成能力等基本

的な職務遂行能力を育成する。なお、新任研修については、地方公務員として

必要な自治体の政策形成・財政・法務などについての基礎的知識をかん養する

ため、研修の充実を図る。 

 

（３）人権感覚のかん養と公務員としての倫理観・責任感を体得するための研修を

充実する。 

 

（４）各職務に応じた実践能力、専門能力の強化を図り、行政実務家としての専門

性を養成する。 

 

（５）職層別研修を補完しつつ、職員の主体的な能力向上への取組みを支援するた

め個別的な能力開発研修の充実を図るとともに、自治体をめぐる主要な課題等

についての特別研修を実施する。 

 

（６）急速に進行する行政の情報化に対応し、職員に必要とされる情報リテラシー

の習得を目指し、体系的な情報処理研修を実施する。 

 

（７）研修所及び市町村の研修実施体制を充実するため、講師養成研修を計画的に

実施する。 

 

（８）研修所ホームページなど、職員、職場及び研修所間の情報ネットワークの一
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層の活用を図り、研修の双方向性を目指すことにより、研修効果の一層の向上

を図る。 

 

５ 市町村との役割分担 

実施機関である研修所は、人材育成の核となる組織市町村との役割分担のもと、

協力・連携し、市町村間で共通の研修を実施する。さらに、研修成果が真に自治体

行政に反映されるとともに、研修が時代の要請に合ったものとなるよう、常に協力・

連携し内容の点検・見直しや研修技法の改善を行うこととする。 

また、各年度の研修実施計画の策定にあたっては、時代の変化に即応した有意義

で効果的な研修の実施が可能となるよう柔軟に取り組むものとする。 

 

第３節 前回報告書の課題に係る５年間の主な改善事項 

平成 22 年１月の検討会の報告書の内容を、毎年度策定する研修所研修実施計画に

反映させ、時代の変化に即応した研修を実施してきた。 

 
１ 市町村と研修所との連携・協力の推進 

改善事項 内  容 実施年度 

研修連絡会の活性化 研修連絡会開催時に、ブロック会

議を開催し情報交換を活発化 

平成 22年度から 

 

２ 人材の早期育成等に向けた対応 

改善事項 内  容 実施年度 

現任研修受講年次の早

期化及び受講スパンの

短縮化 

現任研修（１部） 

在職５年程度 ⇒ 在職３年程度 

平成 23年度から 

現任研修（２部） 

在職 10年程度 ⇒ 在職７年程度 

現任研修（３部） 

在職 15 年程度 ⇒ 在職 11 年程度 

 
３ 研修受講促進のための対応 

改善事項 内  容 実施年度 

人材育成の重要性に係

る認識の徹底 

管理監督職向けの研修で人材育成

の重要性を導入 

平成 23年度から 

研修情報の周知と工夫 研修情報誌「研修ナビ」による情

報発信 

平成 23年度から 

10



４ 研修のより効果的な実施 

改善事項 内  容 実施年度 

ｅラーニングの導入検

討 

島しょ町村職員を対象に、ｅラー

ニングで情報処理研修を実施 

平成 25年度から 

 
５ 技術系職員等の技術の継承やプロ意識の高揚につながる対応 

改善事項 内  容 実施年度 

「技術職研修」を、「専

門職研修」の傘下に体系

化 

平成 21年度から技術系職員向けに

スポット研修として試行的に実施

していた「工事監理」等の研修を

体系化 

平成 23年度から 

 
 
第４節 現行の研修基本方針の課題 

現行の研修基本方針は、平成 12年度に研修所の責任において新たに策定したあと

は、必要に応じて部分的に加筆・修正を行ってきた。前回の検討会においては、研

修基本方針の下で実施されている具体的な研修について現状と課題を洗い出して改

善の方向を検討し、基本方針そのものについては見直しを行わなかった。結果、現

在では次のような課題が顕在化しており、見直しが必要となっている。 

 

１ 当研修所が目指すべき具体的な職員像が提示されていない。 

 

２ 共同研修の利点の一つである人的ネットワークの創出についての記載がない。 

 

３ 地方分権一括法が施行され、「機関委任事務の廃止」に伴い自治体の条例制定権が

拡大されたが、このような変化に対応する政策形成能力研修に、未だに比重を置き

すぎている。 

 

４ IT の普及に対応する情報リテラシーの修得など、現在の職員を取り巻く IT環境と

乖離している項目がある。 

 

５ 平成 16 年６月の地方公務員法の改正により、市町村が「研修に関する基本的な方

針」を定めることが法律上の責務とされたが、市町村が基本的な方針の策定途中で

あったため、その内容の検証や反映が十分にできていない。 
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第４章 研修所研修基本方針の見直し 

 
第１節 人材育成と研修所研修のあり方 

基本方針の見直しを行うにあたり、自治体職員研修所の意義、現状、課題等につ

いて、首都大学東京大学院教授 大杉覚氏をお招きし「人材育成と研修所研修のあ

り方」をテーマに、次のような講演をいただき、共通の理解を深めた。 

 
１ 研修所研修を考える前提 

（１）地方公務員法が改正され、人事評価制度の導入による能力・業績に基づく人

事管理が本格化。 
 
（２）自治体職員が発揮すべき能力とは何か、どのような業績があげられるべきな

のか真剣に考えられなければならない。 
 
（３）人口減少・少子高齢社会の到来、地方分権の推進、日本型リスケーリング   

(注 2)の展開などのなか、自治体職員には、具体の業務に関わる以前のベーシック

な姿勢の再点検が求められる。  (注 2)合併や昇格などによる自治体の再編や、大都市の規

模・地理・産業構造等による大都市経営の最適化のこと。 

 
（４）こうした点を十分考慮し、希少資源としての人材の適切かつ有効な活用＝  

〝誰もがリーダー〟を目指す、〝開かれた〟人事マネジメント、人材育成が求

められる。 
 
（５）以上の変化を踏まえて、研修・人材育成のうち、自己啓発・職場内研修との

役割分担を踏まえつつ、職場外研修における研修所研修のあり方を考える。 
 
２ 研修所研修の役割 

（１）補完・支援の役割 
職場外の研修・人材育成は、個別自治体にその基本があることを踏まえ、個

別自治体では能力的に対応できない研修（コスト面、高度に専門性を伴うなど）

を代替的に行う、あるいは、個別自治体の研修事業を支援する。 
なお、研修体系全体のなかでは、いわゆる自己啓発に加えて、個別自治体ご

とのトップのコミットメント、職場を中核とした現場実践の重視、が人材育成

に求められることを留意されるべき。 
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（２）広域的な役割 
多摩・島嶼地域全体ないしその一部の広域連携のスケールをユニットとした

研修。例えば、多摩ワイドでのガバナンスの不在を埋めるような取り組みを今

後進める場合、個別自治体の次元にとどまらない政策等を企画立案・遂行して

いく人材をいかに育成していくか、など。 
 

（３）人的交流の場（ネットワーク）の役割 
全国中央研修機関等（自治大学校、アカデミーなど）でいわば副産物として

重視されている人的交流（同分野異自治体、異分野異自治体など分野、職層、

自治体の異同の多様な組み合わせ）を実現する。 
職層研修にこうした要素がみられるが、本来、初任など職層研修は個別自治

体ごとに行われるべき（職層ごとの職務・任務は個別自治体が決めるべきこと

から）。むしろ人的交流を明確なねらいとすべき。 
 

（４）高度リーダー養成の役割 
大学院レベルの教育・研究を習得したうえで、個別自治体、多摩・島嶼地域

のリーダー（行政幹部職員、その他）の担い手を養成する。 
ただし、研修所単独では難しいので、例えば、政策研究大学院大学・一橋大

学と自治大学校の連携のようなタイプなどを参考としたあり方を考える。 
学位取得は強いインセンティブになると思われる。 

 
第２節 研修所研修の基本理念等 

研修所研修の方向性を示している「研修基本方針」の見直しは、以下の３項目を

踏まえて行うことが望ましい。 

 

１ 地方公務員法第 39条との関係 

今回検討する研修基本方針は、地方公務員法第 39条に掲げられている「研修の目

標、研修に関する計画の指針となるべき事項その他研修に関する基本的な方針」で

あり、各市町村独自の研修基本方針を補完するものであること。 
○地方公務員法第 39 条第３項 
地方公共団体は、研修の目標、研修に関する計画の指針となるべき事項その他

研修に関する基本的な方針を定めるものとする。 
 
２ 「研修基本方針」の前提となる基本理念 

（１）人材育成の必要性 
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（２）人材育成における共同研修の位置づけ 
ア 人材育成の手段 
イ 市町村人事政策と共同研修の関係 
職員の人材育成は市町村が主体的に行うべきであること。 
人材育成は自己啓発、人事・給与制度、職場環境づくりや研修等があり、様々

な手段による市町村の人事政策を組み合わせて行われるべきであり、人材育成

手段の一つである研修所研修も、市町村の人材育成の取組みに効果的に資する

よう努めること。 
 
（３）東京都市町村職員研修所が目指すべき人材像(職員の能力) 

研修所が目指すべき人材像（職員像）、職員に必要な意識・能力は、市町村の

人材育成基本方針から抽出して形成すること。 
 
（４）共同研修で伸ばすべき意識・能力等 

市町村の人材育成基本方針から抽出した職員に必要な能力・意識のうち、共

同研修だからこそ効果的に伸ばせるものを考慮すること。 
 
（５）共同研修の実施スタイル(スタンス) 

ア 自己啓発への対応 
共同研修は、人材育成の基本である自己啓発の取組みに配慮して実施する

こと。 
イ 能力開発に主体的な研修生への対応 

市町村は、人事政策等により、前向きに業務に取り組む職員、自らの能力

開発に主体的な職員の育成に努めることとし、研修所はそのような職員の専

門性の向上や職層に応じた意識改革の促進の観点、また、研修の費用対効果

を精査しながら、効率的、効果的に能力向上が図れるよう研修内容を一段と

深化していくこと。 
ウ 共同研修で実施する必要性の精査 

共同研修は、共同により効果を発揮する研修を、研修効率を考慮しながら

実施すること。 
・市町村に共通的なもので、共同により研修効率・効果の高まるもの 
・独自では実施が困難な高度な内容のもの 
・他研修機関や関連団体で実施しているものとの重複に配慮 

エ 人的ネットワークの創出 
共同研修においては、他団体職員との交流による気づきが期待できること

から、市町村の人的ネットワークのきっかけづくりの場という側面を重視し
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て実施すること。 
 
（６）共同研修所の運営 

職員研修所は、研修連絡会はもとより、内部講師（市町村職員講師）や研修

所事務局への派遣職員、関係課長会等、市町村職員及び市町村負担金により運

営される。 
 

３ 目指すべき職員像 

今後の市町村職員に求められる能力や市町村が求める職員像を、各市町村の人材

育成基本方針を分析した結果から研修所が目指すべき職員像の具体像とすること。 
 

第３節 研修所研修の新たな基本方針 

研修基本理念をもとに、研修基本方針の改定に向けて検討を行い、以下の基本方

針（案）を提示する。 

 
○東京都市町村職員研修所研修基本方針（案） 

１ 社会背景 

市町村を取り巻く社会経済情勢は、少子高齢化、グローバル化、環境・エネルギ

ー問題の深刻化など大きく変化している。住民の行政に対するニーズも高度化・多

様化しており、それらに的確に対応すること、さらに、地方分権改革の進展に伴い、

市町村の自己決定権と自己責任が拡大する中で、自主性・自立性をもってその責任

を果たしていくことが求められている。 

 

２ 市町村の人事管理をめぐる現状 

平成９年に策定された「地方自治・新時代に対応した地方公共団体の行政改革推

進のための指針（自治事務次官通知）」では、「地方分権の時代にふさわしい総合的

な人材育成」を掲げ、同指針を受けて策定された「地方自治・新時代における人材

育成基本方針策定指針（自治省行政局公務員部長通知）」では、人材育成の目的の明

確化、学習的風土づくり等の総合的取組の推進、人材育成推進体制の整備等ととも

に、職員研修の充実、多様化を必要な改革であるとしている。 

平成 26 年５月に公布された改正地方公務員法では、能力及び実績に基づく人事管

理の徹底のための「新たな人事評価制度の導入」を求め、より高い能力を持つ人材

の育成と組織全体の公務能力の向上を図ることを明確化している。 

変化する時代が、市町村行政の人材育成の強化を必要とする一方、厳しい財政状

況や行政改革による定員削減などの影響により、職員にかかる業務負担は増加して

おり、市町村によっては、職員に充分研修を受けさせる余裕のない状況も見受けら
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れる。 

また、ストレスやハラスメントに起因する病気休職や早期退職など新たな人事管

理の課題も顕在化してきており、こうした労働者の心理的負担に対応するため平成

26 年６月公布の改正労働安全衛生法では、ストレスチェック制度の創設を規定した

ところである。 

 

３ 人材育成の重要性 

市町村を取り巻く社会経済情勢が大きく変化する中で、職員一人ひとりの能力を

最大限に引き出し、地域の政策課題や住民の多様化・複雑化するニーズに的確かつ

柔軟に対応していくためには、市町村行政を担う職員の資質や能力の一層の高度化

がこれまで以上に求められ、人材育成の重要性は益々高まっている。 

このような状況においてこそ、職員一人ひとりが自ら知識や技術の習得に努める

ことが必要であり、そのためにも研修機会の多様化や研修レベルの向上、研修内容

の充実を図るなど、より効果的効率的な研修の実施が職員研修所に求められている。 

 

４ 目指す職員像 

東京都市町村職員研修所は、39 組織市町村の共同研修機関として、組織市町村の

人材育成基本方針等を踏まえ、あるべき職員像を次の通り提示し、職員の養成を目

指す。 

①市民感覚で物事をとらえられ、市民に信頼される職員 

②コスト意識を持ち、効率的に事務遂行をできる職員 

③新しい課題に積極的に取り組むチャレンジ精神を持つ職員 

④高い倫理観・使命感、人権意識を持った職員 

⑤自己啓発に積極的で、成長し続ける職員 

⑥組織力の向上に貢献できる職員 

⑦常に危機意識と改革意欲を持ち、業務に取り組む職員 

 

５ 研修の企画、実施 

共同研修実施機関である研修所は、人材育成にあたる組織市町村との役割分担の

もと、協力・連携し、市町村が独自に行うことが困難又は非効率であり、共同（共

通）で行うことが望ましい高度な研修に加え、前向きに業務に取り組む職員、自ら

の能力開発に主体的な職員の期待に応える研修を企画、実施する。あわせて、共同

研修参加により研修生の人的交流（ネットワーク）が形成され、研修修了後におい

て、人材育成の基本である自己啓発に資することをねらいとする。 

その上で、目指す職員像を踏まえつつ職員の能力向上のために、以下の点を基本

として研修を行う。 
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≪基本方針≫ 

１ 職層毎に（新たに）必要となる指導育成力、組織管理力等、組織や仕事のマネ

ジメント能力の向上に資する。 

 

２ 各業務の遂行を円滑に行うために必要な専門知識、技術等、業務処理能力の向

上に資する。 

 

３ 様々な課題を発見し、解決するために必要な課題発見力、情報活用力や政策立

案力等、課題達成能力の向上に資する。 

 

４ 円滑に業務遂行をするためのコミュニケーション力、プレゼンテーション力等、

対人能力の向上に資する。 

 

５ メンタルヘルス等に関する自己管理能力の向上に資する。 

 

以上の方針に基づき、各年度の研修は、別紙の「研修実施計画」に従い実施する。 
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第５章 研修所研修の新たな方向性 

研修基本方針の改定にあわせて、地方分権改革の更なる進展、複雑化・多様化する

住民ニーズなどに的確に対応できる職員の育成を目指し、研修の方向性を見直す必要

がある。 
その際は、職員の意識改革や実務能力の向上など望ましい効果をあげられるように

研修体系や研修技法を再構築していくことが望まれる。 

 

第１節 新たな方向性 

１ 研修体系 

（１）研修基本方針（人材育成基本方針）を具体化したものであること。 

人材育成は、各市町村が主体的に行うべきものであり、今回改定した研修基

本方針は、市町村の人材育成基本方針に掲げる求める職員像や必要とされる能

力を分析して策定しているので、研修所研修はこの方針に基づき、研修体系の

見直しを行い、具体的な研修カリキュラムを実施する必要がある。 
 
（２）それぞれの研修で伸ばすべき能力を明確にし、他の研修との関連づけを意識

したものであること。 
職務を離れた研修所研修は、研修の参加が目的になりがちであることから、

それぞれ研修で伸ばすべき能力を明確にし、研修所の他の研修及び市町村が行

う独自研修と意図的・計画的に関連付けながら行い、研修の実効性と継続性の

確保を図る必要がある。また、能力の明確化を図ることで、職員の受講意欲の

向上にも資する。 
 

（３）人事管理諸制度と連携を図ること。 
研修と人事管理諸制度は相互補完の関係にある。研修所研修は単独で存在す

るものではなく、市町村の採用、人事評価、異動、昇任を含めた人事管理諸制

度と密接な関係にあることを再認識して、あわせて、平成 26年４月に成立した

改正地方公務員法の能力及び実績に基づく人事管理の趣旨を踏まえるとともに、

共同研修の利点を生かした研修を実施する必要がある。 

 
（４）市町村や職員の研修ニーズを反映したものであること。 

市町村のニーズが高い研修、職員が望んでいる研修を取り上げた時にその研

修の効果はさらに向上すると考えられる。職員定数が削減され、職場での職員

数も減少している中で、一定の期間職場を離れて研修を受講することに上司や

同僚の理解を得るためにも、研修内容がその職員にとって本当にふさわしいも

のであり、能力向上成果が十分にあがるものでなければならない。 
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一方、市町村が対応可能と考えられる一般的、基礎的研修内容については、

その研修へのニーズを勘案して、段階的に縮小、休止し、新たな課題に対応す

る研修に振り替えていく必要もある。 
 
２ 研修技法 

（１）「知識や技能の付与」から「意識や行動の変革の動機づけ」へ 

最近はインターネットをはじめとする最新の情報があふれ、自己啓発や自主

学習のための多様な方策や機会も整備されている。 
職員研修で実施すべき内容は、採用及び昇任時の初任者研修は別として、「知

識や技能の付与」から職員の「意識や行動の変革の動機づけ」へとシフトさせ

ることを検討していく必要がある。 
 
（２）自学につなぐ「動機づけ」「きっかけづくり」へ  

研修所の研修期間も短縮傾向にあるが、修得すべき内容は高度で複雑になっ

ている。３日間程度の研修に参加しただけで全てが理解できたということには

ならない。自学（＝自己学習、自己啓発）につなぐ「動機づけ」「きっかけづく

り」に資する内容にシフトしていく必要がある。 
 

（３）「座学型」「一方通行型」から「参画・協働型」「双方向型」へ 
研修で「問題意識」のきっかけをつかみ、それを自分の中でさらに醸成し、

あるいは職場で共有して、その後の自己啓発や実務の中で「解決策」を探って

いこうという自主的・自発的な行動に結びつくことが望ましい。 
こうした研修内容にするためには、従来の「座学型」「一方通行型」の研修を

「参画・協働型」「双方向型」の研修へ移行していく必要がある。 
 
第２節 市町村の研修組織体制との連携 

人材育成や職員の能力開発は研修担当部局と研修所の「連携と役割分担」が重要

である。 
平成 26 年４月に成立した改正地方公務員法に盛り込まれた「能力実績に基づく人

事管理」による新人事評価制度の導入により、各市町村では、求められる職員の資

質・能力と現在の資質・能力との乖離が明らかになるので、不足する資質・能力の

修得のために、市町村の独自研修と研修所研修で相互補完により研修の充実及びよ

り明確な役割分担が求められている。 

例えば、共同研修実施機関である研修所は、人材育成にあたる組織市町村との役

割分担のもと、協力・連携し、市町村が独自に行うことが困難又は非効率であり、

共同（共通）で行うことが望ましい高度な研修に加え、前向きに業務に取り組む職
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員、自らの能力開発に主体的な職員の期待に応える研修を企画、実施する。市町村

が対応可能と考えられる一般的、基礎的研修については、その研修へのニーズを勘

案して、段階的に見直し、新たな課題への対応を目的とする研修に移行していく。 
その他、特に実務に即した研修の企画にあたっては、研修内容への助言、事例の

提供や、（内部）講師の選定など、組織市町村の協力がなければ成立しえないものも

あるため、強力なバックアップを期待するものである。 
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第６章 研修所研修の具体的見直し 

 

第１節 研修体系 

１ 職層別研修の位置づけ 

現在は、各職層の職員に求められる基礎的知識及び必要な能力の向上を図ること

を目的に、職層別研修（新任研修、現任研修、係長研修、課長研修、部長研修、転

職者研修）を必修研修に位置づけており、「全員参加」、「機会均等」型の、いわゆる

義務的参加による研修として、対象職員が原則全員参加している。研修に参加する

ことは、普段接することのない他の自治体の職員と話を交わす機会を得ることにな

り、結果として人的交流が図れ、ネットワークが創出される副次的効果も大きかっ

た。しかし一方で、年次で順番に指名されての研修参加は職務命令による義務感が

強く、自発的動機が低い受講生を生む素地となり、研修実施直前のキャンセルや、

事前課題の不提出、受講意欲が低いことによる周囲への悪影響などの弊害もでてき

ている。 
このため、職層別研修においても、研修参加者が自発的に取り組める要素を導入

するなどの工夫を行い、自立・自発的職員を養成する環境をつくることを検討すべ

きではないか。 
その際、市町村が研修生を推薦するにあたって、より柔軟に対応できるように職

層別研修の「全員が必修受講」という位置づけを変更して、受講者のモチベーショ

ンを高め研修の成果を職務に反映させるため、職層によっては、選択制の導入を検

討することが望ましいと考える。職層別研修については、研修生の受講意欲を喚起

し、研修内容に対する理解を深めるため、職層ごとの研修のねらいや内容を一層明

確にし、併せて現行の職層別研修を「どの対象年次に」「どのような内容で」「どれ

くらいの規模で」行うかを精査して、現状に即したものへと再編していく必要があ

る。 
具体的には、採用時、昇任時以外の現任研修等の研修種類を増やし、選択制とす

ることが必要である。新任研修、係長新任研修、課長新任研修は、本人が試験など

を経験して昇任等しているため、モチベーションが担保され、一定の研修効果が期

待できるので、従来通り全員が受講できるようにするにしても、他の職層別研修は

選択制にして、自発的な受講の要素を取り入れることも考えられる。選択制とする

場合、選択肢を広げる意味でも新規科目の導入を検討するとともに、従来行ってい

る研修科目を職層毎に複数回実施することなどが考えられる。 
あわせて、各職層で必要な共通的能力という観点からの人事評価との連携などを

検討する必要がある。 
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２ 研修体系図の見直し 

職層別研修に選択制を導入する場合の研修体系図のイメージは、次のとおりであ

る。その他の研修の区分についても、研修内容の性質などを考慮して再編成するこ

とが考えられる。 
（職層別研修の新規研修体系イメージ図） 

 
第２節 研修別内容 

１ 新任研修 

現行の新任研修は、採用直後の４月下旬～６月上旬の新任研修（Ⅰ期）（４日）と、

採用半年後の９月頃に新任研修（Ⅱ期）（２日）を実施している。 
 日程 科目 方法 

新任研修（Ⅰ期）
※科目は、平成 27 年

度からの実施順序 

１日目（午前） 人権尊重 講義 

１日目（午後） 公務員倫理 講義 

２日目 地方自治制度 講義 

３日目 地方財政制度 講義 

４日目 地方公務員制度 講義 

新任研修（Ⅱ期） 
１日目（午前） 自治体法務 講義 

１日目（午後）～２日目 自治体政策 講義、討議 

最近の新任職員は、「自分と異なる世代のメンバーとのコミュニケーションが苦

手」、「他責の傾向が強い」、「叱られることに慣れていない」などの特徴があるとい

われ、その育成について検討会でも課題として意見があげられた。これらは、少子

化、都市化、経済的豊かさや、教育スタイルの変化など、育ってきた環境の変化に

よるものと考えられるが、これらの特徴を踏まえて、各種制度の知識習得を目的と

した座学型の科目中心の現状を見直し、その特徴に見合った研修内容に再構築する

ことも検討する必要がある。 
第５章第１節「新たな方向性」の研修技法でも触れたとおり、研修所研修で実施

すべき内容を、「知識や技能の付与」のみではなく、職員の「意識や行動の変革の動

機づけ」へのシフトを新任研修においても導入することを検討していくべきである。

また、新任研修の目的に、「動機づけ」、「きっかけづくり」を加えるとすれば、「参

加型」「双方向型」の割合を増やすとともに、研修に参加することによる新たな人的

職 層 別 研 修

課長現任研修(科目選択型)　

部長研修

転職者研修

主事・主任現任研修(科目選択型)

現 任 部 門 係長現任研修(科目選択型)　

課長新任研修

新任研修

新 任 部 門 主任新任研修　　　　　　　　　

係長新任研修
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交流（ネットワーク）の形成を促す科目などが考えられる。 
具体的には、前記のような、最近の新任職員の特徴にあわせて、既存の座学型の

講義科目の時間数を減らし、コミュニケーションスキルの向上、社会人マナーやス

トレスマネジメントなどに資する研修の実施が考えられる。 
 

２ 政策形成・政策法務研修 

平成 12 年度の地方分権一括法の施行以降、地方分権改革の進展により地域の個性

を活かした特色ある政策が、市町村に求められてきた。また、条例立法権の拡大に

より、研修所も「主体的、自立的に政策展開を担っていくことのできる政策形成能

力及び政策実現手段としての政策法務能力の向上を図るため（研修所研修基本方針

より）」、「政策形成能力」や「政策法務能力」の向上に資する研修に力を入れてきた。 
現行の研修では、政策形成の過程の中でどのような能力が各職層に求められるか

を考慮し、職員の実務経験や各職層の役割分担に見合った内容の研修として、職層

別研修「新任研修（Ⅱ期）」・「現任研修（１部）」・「現任研修（３部）」・「係長現任研

修」、自治体経営研修「政策課題研究」・「政策法務（基礎）」・「立法法務」の各研修

の科目で取り上げており、重複感につながっている。 
特に、政策形成に係る研修科目は、新任研修（Ⅱ期）、現任研修（１部）、現任研

修（３部）、係長現任研修の各研修において、現実に政策が形成される過程の一部を

疑似体験することにより、必要な能力を修得させる方法が繰り返し行われている。 
このため、今後は、重複した講義内容を避け、効率の良い、実効性のある研修に

再構築をする必要がある。 
自治体が直面する行政課題が複雑かつ高度化することを受け、職員に求められる

能力も、それに合わせて高度化している。職員に求められる能力に対応して適宜柔

軟に研修が選択できることを考慮しつつ、政策形成に係る研修内容について、検討

を引き続き行い、効果的で、なおかつ効率的な研修実施をすべきである。 
 

３ 実務研修 

変化する社会情勢、複雑・多様化する各地域の課題や法制度改正に対応するため

には、担当部署におけるより深い専門的な知識や新たな地域課題等に取り組むため

の情報収集が必要となる。こうしたことから、現在実施している実務研修の多くを

占める基礎的な研修を見直すことが必要である。 

例えば、各市町村が政策課題として重点事項に掲げているテーマで実務的なもの

については、最新の事例・情報を吸収できるような講義に加え、事例研究などグル

ープ討議に力点を置き、担当者同士のネットワークづくりにも資する構成とした研

修を実施すべきである。 

人的ネットワークの創出は、第４章第２節「研修所研修の基本理念等」であげて
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いるとおり、様々な気づきを得られることから、共同研修における重要な側面とな

っている。特に、新たな地域課題等に取り組む担当者（特に中間職層）同士のネッ

トワークは、その後の業務の情報交換に生かせることが期待できるため、非常に効

果的であると考えられる。また、組織市町村が様々なチャンネルでつながることは、

広域連携の可能性を広げる素地にもなり得る。 

今後、実施する実務研修の分野については、現行の実務研修の部門だけでなく、

組織市町村が現に抱えている課題など、広く検討材料とすることが必要である。 

 
４ 環境の変化や改定研修基本方針など、新たな方向性に対応する研修の実施 

（１）メンタルヘルスに資する研修 
第２章第１節「職員構成等の変化」のとおり、精神疾患等を有する職員が増加

する傾向にあり、メンタルヘルスへの対策は大きな課題となっている。個々の職

員が、ストレス耐性を付けること、ポジティブシンキングを身に付けることが、

精神疾患の予防になるため、特に若い世代を対象に、それらに対応した研修を実

施することを検討する必要がある。 
 

（２）女性活躍を促進する研修 
男女共同参画社会の実現、少子化と生産年齢人口の減少が進む中で、女性の活

躍推進は喫緊の課題である。女性の管理職に占める割合の向上や、仕事と家庭の

両立を図れる職場環境の整備等のため、女性自身のキャリア・アップ支援ととも

に、職場における女性の活躍促進を後押ししていくことが不可欠となる。 
女性活躍を促進するための具体的な取組みとしては、人事部門・管理監督者向

けの、女性が働きやすい職場やワークライフバランス推進のための支援策に関す

る研修や、現役女性管理職・係長職員と仕事と家庭の両立に不安を抱える女性職

員との意見交換会の実施などが考えられる。 
なお、職員全般に対する、女性の社会進出やワークライフバランスの推進等に

関する知識を学ぶ研修については、男女共同参画社会形成研修を引き続き実施す

べきである。 
 
（３）人的ネットワーク等に資する研修 

本報告書で示した東京都市町村職員研修所基本方針（案）においては、共同研

修参加により研修生の人的交流（ネットワーク）を形成し、研修終了後において、

人材育成の基本である自己啓発に資することをねらいとして、研修を企画・実施

することとしている。 
このことを踏まえ、自己啓発への契機や気づきの醸成につなげるため、職員の

自主的な活動（自主勉強会や地域活動等）の支援や、他の地方公共団体や民間企
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業の職員等と接触・交流する機会を提供することが有用である。 
具体的な取組みとしては、自主勉強会や地域活動等の組織の立ち上げや運営ノ

ウハウを学ぶ研修や民間企業等と協働による政策提案型の研修などが考えられる。 
 
第３節 研修実施方法 
１ 研修の統合等 

平成 25 年度の研修実施回数は 191 回、修了人員数は 11,688 人である。研修実施

回数、受講人員など現在の研修規模と、研修室の収容人員・予算とを考慮すると、

研修の実施運営は硬直的な状況にある。新たなニーズに対応した研修を実施するに

は、第５章第２節「市町村の研修組織体制との連携」にあるように、現在実施して

いる研修のニーズを勘案し、段階的に縮小、休止する研修を抽出していく必要があ

る。例えば、前節の３「実務研修」であげたように、現在実施している実務研修の

７割近くを占めている基礎的な研修を、ニーズや、他で代替可能か等を考慮しつつ、

専門性の高い研修へ転換していくことなどの検討が必要となる。 
また、前節の４で列挙した研修だけでなく、今後の体系化や科目変更を見込むた

めに、研修を試行実施する場合などにも、現行で実施している研修の統合・休止を

考慮しつつ進める必要がある。 
 

２ 効果測定の実施 

研修修了要件としての効果測定や、受講後、職場での成果活用を測るための効果

測定の実施を検討すべきである。 

現在は、研修修了後に研修生へアンケート調査をし、全課目の評価を行っている。

しかし、理解度、時間数、内容などに研修生が好意的な回答を示しているからとい

っても、研修がうまくいったということには必ずしもならない。第５章第１節「新

たな方向性」のとおり、研修技法を見直す過程で、今後、出席さえすれば修了でき

るというスタイルではなく、研修の中で「研修生が失敗や厳しい評価を体験する研

修」も導入を検討すべきである。 
具体的には、法務研修（行政法、地方自治法、地方公務員法、民法）など知識付

与型研修については、試験などの効果測定を行い、一定以下の理解度の場合は未修

了とする。このことで、自己学習を促しつつ、知識の定着化を図ることが考えられ

る。 

また、知識付与型以外の一部の研修科目について、研修成果が業務に生かされて

いるか、研修修了数か月後、１年後に受講者（研修生）の意識や行動の変容を研修

生本人や上司（所属長）に対して調査を行うなど、研修の効果を把握して、その『行

動変容』から効果を測定することも考えられる。 

なお、研修後に本人を対象としたアンケートの実施は、前回の検討会報告（第２
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章 個別検討と改善方向 ７研修の効果測定）を受けて、平成 23年度に行っている。

しかし、アンケート回収の強制力の担保（本人及び職場の上司）や、実施に伴う組

織市町村の業務負担に対する理解等の課題が顕在化し、実施は１回のみとなった。 

今後、効果測定実施のためには、前回に明らかになった課題の解消はもちろん、

アンケート等研修実施後の効果測定までが研修であるという意識の醸成など、実施

が円滑に進む土壌、実施に向けた組織市町村との協力体制づくりが必要となる。そ

のために、研修所内で、効果測定に適した研修の選定、実施を前提とした研修・研

修教材の作り込み、実施に向けた組織市町村との連携について、入念に検討をすべ

きである。 

 
３ eラーニングの効果的活用の検討 

地理的特性上、研修を受講しにくい島しょ職員を対象に、試行的に実施した e ラ

ーニングの効果を検証し、研修機会の拡充と研修内容の効率的学習を進める手段の

１つとして、対象市町村や科目の拡充及び研修とセットでの事前学習への活用等を

検討すべきである。 

 

４ 研修の講師・指導者の確保 

研修所の講師のうち、他の研修所に類を見ない組織市町村職員に依頼する「内部

講師」は研修所の講師や外部講師の「代役」ではなく、職務の経験や実務を通じて

得た知識をもとに、後進の指導や育成に当たり、活力ある組織づくりや将来を担う

人づくりに寄与することが期待されている。このような内部講師の役割について、

幹部職員や中堅職員の重要な責務であることを、研修担当者等に再認識させるとと

もに、所属職員へ周知することで、内部講師の確保を図っていく必要がある。 
また、総務省自治大学校第１部課程、第２部課程の地方自治制度及び地方公務員

制度に関する研修講師養成課目を履修し、職員研修の講師として必要な知識及び技

能を有すると認められた者については、｢職員研修所内部講師｣としての活用につい

ても検討する必要がある。 
 

５ 昇任意欲のない職員等への対応 

組織全体の底上げを図るという点から、自身の能力開発にインセンティブを得て

こなかった職員や昇任意欲のない職員に対し、必修受講による研修の必要性や、研

修受講を必修から、職員の意思に委ねる方向とした場合に、受講機会を積極的に活

用しない職員が固定化する懸念等について検討会で議論があった。 
第４章第２節中の「共同研修の実施スタイル（スタンス）」で、前向きに業務に取

り組む職員、自らの能力開発に主体的な職員の育成に努めることを、組織市町村に

求めているが、研修所研修においても、そのような職員の育成の重要性を管理監督
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職の研修で徹底したり、興味を惹き、なおかつ刺激となって、自学に資するような

内容の研修を企画したり、能力開発に主体的な職員を生み出すような工夫を検討し、

実施していくことが必要である。 
 
第４節 その他 

自治体の規模が小さく独自研修の実施が難しいという市町村に対して、どの点で実

施が難しいかを個別によく考慮し、支援できることを検討することが重要であり、研

修所における共同研修と市町村独自研修との役割分担の原則を踏まえつつも、ある程

度柔軟に対応していくことが研修所の責務であると考える。 
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第７章 本報告の取扱い 

第１節 具体的反映の時期 

本報告では、新たな研修基本方針を明示し、その上で研修体系や研修技法の見直し

についての方向性を示しているが、個々の研修カリキュラムの内容の見直しまでは触

れていない。 

第４章第３節の新たな研修基本方針は、平成 28年度からの研修に反映することを前

提とし、第６章の研修所研修の具体的な見直しは、事前の検討、企画及びテキスト修

正や内部講師の養成など準備の期間を考慮し、平成 28年度以降とする。今回の検討内

容の具体化にあたっては、研修所教務課及び講師室で検討し順次、各年度の「研修実

施計画」で対応していくことが望ましい。 

 

第２節 平成 27 年度への反映 

平成 27 年度の研修カリキュラムについては、既に計画策定が決定時期に差し掛かっ

ているが、研修技法や研修実施方法など新たな研修基本方針の趣旨を踏まえた有意義

で効果的な研修を実施してもらいたい。 
 
 
 
 
  

28



終わりに 

自治体の財政状況は依然として厳しく、行政改革による職員定数の削減が進められ

る一方で、住民ニーズは多様化しており、職員にかかる業務負担は増加の一途をたど

っている。限られた人員で、より効率的、効果的に業務を行うためには、今後も職員

のモチベーションを高め、能力を最大限に引き出すことが必要となる。 
また、今般の地方公務員法の改正による新たな人事評価制度の導入は、その評価結

果を人材育成に活用することを視野に入れたものである。人事評価によって職員の能

力・実績を客観的に把握し、当該職員の必要な能力を明らかにした上で、その修得の

ための選択肢の一つとして、研修所の研修カリキュラムの充実、見直しを継続的に図

ることが求められている。 
今回の報告は、時代の流れや研修生の育ってきた社会環境の変化を踏まえたものの、

地方公務員法の改正に伴う人事評価制度の導入による各自治体の人材育成基本方針の

改定や、その評価結果の人事管理等への反映方法などの動向が見通せない中で、検討

を重ねてきた。 
今後は、改正地方公務員法の施行に向けて、各市町村の人事評価制度の運用状況を

把握しつつ、人事評価というツールをどのように人材育成に活用していくかを課題の

一つととらえ、研修所として職員一人ひとりが最大限に能力開発できる環境を整えら

れるよう、必要に応じて検討会を設置して、人材育成を取り巻く環境の変化に機敏に

対応し、共同研修機関としての役割の充実と強化に取組んでもらいたい。 
研修所が本報告の趣旨に沿って、市町村職員を対象とする共同研修機関としての役

割をさらに発揮することにより、職員の資質の向上と地方自治の一層の発展が図られ

ることを強く念願するものである。 
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・ 「検討会」委員及び事務局名簿 

 

・ 「検討会」設置について 

 

・ 「検討会」検討経過 

 

・ 自治省 地方自治・新時代における人材育成基本方針策定指針について（通知） 

 

・ 育成能力別実施研修 

 

・ 地方公務員法の改正に伴う人事評価制度に関する調査 
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東京都市町村職員研修所研修のあり方検討会委員及び事務局名簿 
 
１ 検討会委員 

町田市総務部職員課担当課長   老沼正彦 
多摩市総務部人事課長      梅田幸男  
昭島市総務部職員課長      坂本忠司 
福生市総務部職員課長      桑原 融 （副座長） 
狛江市総務部職員課長      上田博記 
調布市総務部人事課長      保田俊夫 （座 長） 
東久留米市企画経営室職員課長  下川尚孝 
武蔵村山市総務部職員課長    藤本昭彦 
奥多摩町総務課長        井上永一 
八丈町総務課長         山越 整 

※研修連絡会ブロック順 
 
 

２ 事務局（東京都市町村職員研修所） 
所長              西沢 潤 
教務課長            石田哲也 
教務課研修第一係長       渡辺哲也 
教務課研修第二係長       高木一博 
教務課研修第一係主任      牛山亮太 
教務課研修第二係主任      八木憲一 
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東京都市町村職員研修所研修のあり方検討会設置について 

 

１ 名称 

東京都市町村職員研修所研修のあり方検討会（以下、「検討会」という。）とい

う。 

 

２ 目的 

東京都市町村職員研修所（以下、「研修所という。）における今後の研修のあり

方を検討するため設置する。 

 

３ 検討会の設置主体 

東京都市町村職員研修所研修連絡会（以下、「研修連絡会」という。）が置く。 

 

４ 構成 

（１）検討会の委員は、研修連絡会から互選により選出する。 

ア 委員の総数は、10名以内とする。 

イ 委員の選出は、研修連絡会各ブロックから２団体ずつ選出する。ただし、

第５ブロック及び第６ブロックからは１団体ずつとする。 

ウ 委員は、選出団体の研修担当課長が務めるものとする。 

（２）検討会に座長及び副座長を置く。座長、副座長は、委員の互選とし、座長が

検討会を統括する。 

（３）検討会は、必要に応じて学識経験者等に調査、研究の助言を求め、又は委託

することができる。 

 

５ 事務局 

事務局を、研修所教務課に置く。事務局は、検討会の事務をつかさどる。 

 

６ 検討事項 

（１）共同研修の基本理念 

（２）研修基本方針 

（３）研修体系、研修部門及び研修別内容 

（４）各市町村と研修所との役割分担 

（５）その他必要事項 

 

７ 設置期間 

平成 26年５月１日から平成 27年３月 31日まで 
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東京都市町村職員研修所研修のあり方検討会検討経過 

開催日 内容 

第１回 

26.5.26 

１ 東京都立大学大学院教授 大杉覚氏 講演「自治体職員の人材育成と研修所

研修のあり方」 

①補完・支援の役割 ②広域的な役割 ③人的交流の場（ネットワーク）

の役割 ④高度リーダー養成の役割 

２ 座長・副座長選出 

３ 前回あり方検討会の主な改善事項 

（１）市町村と研修所との連携・協力の推進 

（２）人材の早期育成等に向けた対応 

（３）研修受講促進のための対応 

（４）研修のより効果的な実施 

（５）技術系職員等の技術の継承やプロ意識の高揚につながる対応 

４ 研修所研修の概要 

（１）実施回数及び研修人員等 

（２）のべ実施日数等 

５ 研修基本理念 

研修基本理念に係る要件 

６ 人事行政課題 

意見交換（メンタルヘルス、女性職員の昇任等） 

第２回 

26.7.15 

１ 研修基本理念 

（１）人材育成の必要性 

（２）人材育成における共同研修の位置づけ 

ア 人材育成手段 

イ 市町村人事政策と共同研修との関係 

（３）研修所が目指すべき人材像（職員の能力） 

（４）共同研修で伸ばすべき意識・能力等 

（５）共同研修の実施スタイル（スタンス） 

ア 自己啓発への対応（自己啓発に寄与する内容、自己啓発への契機） 

イ 能力開発に主体的な研修生への対応 

ウ 共同研修でなじまないものの峻別（市町村独自研修との分担等） 

エ 人的ネットワークの創出 

（６）共同研修所の運営 

２ 研修基本方針 

３ 法務研修及び自治体経営研修の概要 
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第３回 

26.8.21 

１ 研修基本方針 

２ 研修体系 

①組織市町村人材育成基本方針の具体化 ②能力に関連した他研修との関

連 ③人事管理諸制度との連携 

３ 研修部門 

部門毎計画人員 

４ 研修別内容 

（１）育成能力別実施研修 

（２）研修技法の見直し 

①意識や行動の変革への動機づけ ②双方型研修 

第４回 

26.10.29 

１ 研修基本方針 

２ 中間報告 

研修所研修の新たな方向性 

３ 最終報告 

第５回 

27.1.22 

１ 研修所研修の具体的見直し 

２ 報告書の取扱い 

３ 最終報告 
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〔自治省 地方自治・新時代における人材育成基本方針策定指針について（通知）〕 

自治能第 78号 

平成 9年 11月 28日 

各都道府県知事 
        殿 
各指定都市市長 

自治省行政局公務員部長 

 

地方自治・新時代における人材育成基本方針策定指針について 

 

地方分権の推進が実行の段階に到り、地方自治が新しい時代を迎えようとしている今日、高度化、多様

化する住民ニーズに即応し、豊かさとゆとりを実感できる地域社会を築き上げていくため、地方公共団体

の果たすべき役割は今後ますます重要になることが見込まれます。 

このような状況に適切に対応するためには、地方公共団体の職員一人ひとりが、全体の奉仕者であるこ

とを改めて自覚し、意欲を持って職務に取り組むことはもとより、住民に身近な行政サービスの担い手と

しての心構えや効率的な行政運営を行うための経営感覚を身につけることが一層求められており、そのた

め、各地方公共団体においては、時代の変化に対応する人材の育成を積極的に推進していくことがますま

す重要になってきております。 

こうしたことから、この度、「地方自治・新時代に対応した地方公共団体の行政改革推進のための指針」

（平成 9年 11月 14日付け自治整第 23号）において、職員の能力開発を効果的に推進するため、人材育成

の目的、方策等を明確にした人材育成に関する基本方針を各地方公共団体が策定することとされていると

ころであります。 

つきましては、平成 8年度の地方行政運営研究会第 13次公務能率研究部会における研究成果や先進的な

事例等を踏まえ、各地方公共団体が基本方針を策定するに当たっての指針として、別紙「地方自治・新時

代における人材育成基本方針策定指針」を作成しましたので通知します。 

なお、自治省と致しましても、引き続き、人材育成に関する財政措置の充実、人材育成施策についての

各種調査研究成果の提供等に努めて参りたいと考えております。 

おって、貴都道府県の市区町村に対しても、本通知の趣旨を周知し、その徹底を図られるようお願いし

ます。 

 

地方自治・新時代における人材育成基本方針策定指針 

 

Ⅰ 本指針の趣旨 

地方公共団体が、地方自治・新時代に的確に対応していくためには、自らの責任において、社会経済情勢

の変化に柔軟かつ弾力的に対応できるよう体質を強化することが重要であり、そのためには、職員の資質の

より一層の向上を図り、その有している可能性・能力を最大限引き出していくことが必要である。 

こうしたことから、この度、「地方自治・新時代に対応した地方公共団体の行政改革推進のための指針」

（平成 9年 11月 14日付け自治整第 23号）において、長期的かつ総合的な観点で職員の能力開発を効果的に

推進するため、人材育成の目的、方策等を明確にした人材育成に関する基本方針（以下、「基本方針」とい

う。）を各地方公共団体が策定することとされているところである。 

この指針は、平成 8 年度の地方行政運営研究会第 13 次公務能率研究部会における研究成果や各地方公共

団体における先進的な事例等を踏まえ、各地方公共団体が基本方針を策定する際に留意・検討すべき事項を

参考として提示するものである。  

38



 

Ⅱ 策定に当たっての総括的な留意事項 

１ 現状の取り組みについての総点検を行った上で、委員会を設置するなどして、人事管理・研修を専門と

する学識経験者や民間企業の人事担当者等の意見を広く聞いたり、他の地方公共団体の事例を参考とする

ことなどにより、地域の実情に即したできる限り具体的かつ実効性のある基本方針とすること。 

２ 人材育成は、狭い意味での研修のみならず、人事管理全般を通じてその推進を図るべきものであること

から、人事担当部局を中心に適宜各部局の意見を聞くなどして検討すること。 

３ 平成 9年 2月 13日付け自治能第 13号で送付した「地方公共団体職員の人材育成－分権時代の人材戦略

－（地方行政運営研究会第 13 次公務能率研究部会）」については、具体的な事例も多数掲載しているの

で参考とされたいこと。 

４ 各地方公共団体において人材育成に関する既存の方針等がある場合には、この指針を踏まえた検討を行

った上で、当該方針等をこの指針でいう基本方針として位置づけることとしても差し支えないこと。 

５ 策定後は、職員の意識を高める意味からも速やかに周知・公表するとともに、状況の変化に応じて、適

宜、見直しを行うことが重要であること。  

 

Ⅲ 策定に当たっての個別の留意・検討事項 

１ 人材育成の目的の明確化 

少子・高齢化の一層の進展、住民の価値観の多様化、環境に対する関心の高まり等社会経済情勢が大き

く変化しつつある一方、地方分権の推進が実行の段階に到り、地方自治は新しい時代を迎えようとしてい

るが、こうした中で、当該地域の将来像や行政のあり方等を踏まえながら、人材育成の目的及びこれから

の時代に求められる職員像について明らかにすることが重要である。 

その際、政策形成能力や創造的能力、法務能力等、今後その重要性が高まると考えられる能力の一層の

向上を図ることはもとより、地方公務員としての基本的な心構え（公務を担うものとして、地域の行政を

担うものとして）や公務員倫理についても人材育成の中であわせて検討すること。 

２ 学習的風土づくり等の総合的取組の推進 

人材育成を実効あるものとするためには、単に研修を充実するだけではなく、職場における様々な場面

を人材育成のために活用していくことが必要であり、そのためには、職場の学習的風土づくり等の総合的

な取組を推進することが極めて重要であることから、次のような事項について検討すること。 

（１）職場の学習的風土づくり－人を育てる職場環境－ 

人材育成は、職員自身の主体的な取り組みと任命権者・管理監督者による多様な学習機会の提供等の

支援とがあいまって、より大きな効果をあげるものと考えられる。したがって、例えば次のような取組

をはじめとして、自己啓発に対する各種支援措置の充実、優れた学習成果に対する表彰及びその施策へ

の反映、人材育成に関する情報誌の発行などにより、職場の学習的風土づくりを全庁的に推進していく

ことが重要である。したがって、職場風土の改善目標及びそのための具体的な方策について検討するこ

と。 

なお、人材育成を実施・支援するための施設（研修施設、図書室、資料室、情報データベース等）の

あり方や今後の整備方針などについても検討すること。 

・職場診断表による診断 

人材育成を推進していく上で各職場が留意すべき事項を取りまとめた職場診断表を作成し、管理監督

者等に提供することにより、現在の職場のどこに問題があるか、何をなすべきか等についての検討を促

すことができる。 

・学習・研修成果の発表の場の提供 
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自主研究グループ活動をはじめとする自己啓発の成果について、首長等も参加する発表の場を設ける

ことにより、職員の自己啓発に対する意欲を高めるとともに、その成果を広く庁内に普及させることが

できる。 

・職員提案制度の実施 

各種事務事業に対して職員が改善意見等を提案する機会を設けることにより、部局を越えた職員の多

彩な発想を引き出すとともに、その自主性や資質の向上を図ることができる。 

（２）系統だった人材育成の確立－人を育てる人事管理－ 

人材育成を効果的に推進するためには、個々の職員の持つ能力を最大限に発揮させることを人事管理

の目的の一つとして明確に位置づけ、例えば次のような取り組みをはじめ、自己申告制度の充実、研修

成果の効果測定及び任用への活用、自己啓発によって取得した資格の人事考課への反映などを通じて、

人材育成の観点にも十分配慮した人事管理を行っていくことが重要である。 

したがって、人事管理全般の中における人材育成の意義と位置づけを再確認するとともに、人事管理

と人材育成との連携のあり方について検討すること。 

・経歴管理システムの確立 

経歴管理（Career Development Program）とは、ジョブ・ローテーションを通じて様々な職場をバラ

ンスよく経験することで、視野や知識・技術を幅広く深いものとしていくと同時に、その時々に応じて

適切な研修を提供することにより、スキルアップを図り、能力開発や人材育成の度合いをチェックして

次のステップへ進むといった複合的な取組であり、職員の多様な適性等を生かした人材育成が可能とな

る。 

・庁内公募制の導入 

特定のポストについて職員からの異動希望をとり、申し出のあった職員の中から審査、選考を行った

うえで配属することにより、組織の活性化及び効率的な行政運営が促進されるとともに、職員の能力を

有効に活用することができる。 

・挑戦加点制度 

与えられた職務に対する勤務実績を評価するだけではなく、職員自らがその意思と工夫により目標を

設定し、それに対してどれだけ挑戦し、努力し、成果を上げたかという点を評価に反映させることによ

り、挑戦意欲あふれる職場づくりが図られる。 

（３）仕事を進める過程の工夫・活用－人を育てる仕事の進め方－ 

職員の能力開発は仕事を通じて図られる側面が大きいが、その効果をより高めるためには、職場研修

に限らず、仕事を進める過程自体を人材育成の機会として積極的に工夫し、活用していくという取組を

組織全体が自覚的に行うことが重要である。 

したがって、例えば次のような取組をはじめ、仕事の割り振りや責任分担、進行管理等、仕事の一連

の過程を人材育成の観点からも有効なものとするための具体的な方策について検討すること。 

・目標による管理 

一般に、組織の全体目標と個人の目標を上司と部下の協働作業により統合し、各人は設定された目標

を「計画」－「実施」－「考査」のマネジメントサイクルに沿って実行していくことをいい、事務事業

を効率的・効果的に進めることができると同時に、職員の士気を高揚し、創意工夫を促し、その自己管

理に資するという効果がある。 

目標による管理については、「職員参加の目標による行政運営－分権の時代の地方公共団体職場活性

化マニュアル－（地方行政運営研究会第 11次公務能率研究部会・平成 6年 8月）」も参考とされたい。 

・QCサークル活動等小集団活動の活用 

QCサークル活動等小集団活動は、職員の自主的な運営のもと、継続的に仕事の質の管理、改善に取り
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組むことを通じて、行政サービスの質の向上、職場の活性化を進めるだけでなく、職員の主体的な参加

により、自己啓発、相互啓発が喚起され、職員の能力開発を促進するという効果がある。 

小集団活動については、「TQM 発想による創造的行政運営について－TQM の発想・手法を応用した行

政運営マニュアル－（地方行政運営研究会第 12 次公務能率研究部会・平成 8 年 3 月）」も参考とされ

たい。 

・出前講演・出前トーク 

住民の求めに応じて幹部職員などが出向き、重点事業等について直接住民に説明して理解と協力を求

めることを通じて、職員の対人能力の向上や意識改革を図ることができる。 

３ 職員研修の充実、多様化 

地方公共団体における職員研修は、職員自身が自発的に取り組む自己啓発、職場において上司・先輩等

が仕事を通じて行う職場研修（OJT）及び日常の職場を離れた所で実施する職場外研修（OffJT）の 3つが

柱であるが、それぞれの特性を踏まえ、研修内容の充実、多様化のための方策やそれらをどのように連携

させて総合的な能力開発を推進していくのかについて検討すること。 

（１）自己啓発 

人材育成は本人の意欲、主体性があってはじめて可能となるものであることから、自己啓発は人材育

成の基本であると考えられる。 

自己啓発を促進するためには、個々の職員の自主性に委ねるだけではなく、例えば次のような自己啓

発のきっかけづくりや自己啓発に取り組みやすい組織風土づくりに組織として取り組む必要があるこ

とから、そのための具体的な方策について検討すること。 

・自己啓発のきっかけづくり 

他の地方公共団体や民間企業の職員等と接触・交流する機会の提供や自己啓発度をチェックするリス

トの配布などにより、職員が自分自身を知り、自己啓発の必要性を自ら認識する契機を与えることがで

きる。 

・自己啓発に取り組みやすい職場風土づくり 

自己啓発を支援するための研修の実施をはじめ、自主研究グループ等に対する各種支援制度の整備、

通信教育の紹介・斡旋、学習・研修成果の発表の場の提供等の施策を講じることにより、職員一人ひと

りが自己啓発に取り組みやすい職場風土をつくることができる。 

（２）職場研修 

職場研修は、特別な経費を必要とせず、日常的に職員個人の特性に応じたきめ細かな個別指導が可能

であることから、従来から人材育成の中心的な手法とされている。 

職場研修の実施は、各職場や各管理監督者の主体性に委ねるだけではなく、全庁的に推進していくこ

とが重要であることから、例えば次のような職場研修推進のための具体的な方策について検討すること。 

なお、職場研修の技法、手順や取組事例などについては、「地方公共団体における職場研修の推進方

策に関する調査研究－分権の時代の職場研修マニュアル－（平成 9 年 3 月・財団法人自治研修協会）」

も参考とされたい。 

・管理監督者の啓発 

職場研修の実施主体は各職場の管理監督者であることから、管理監督者を対象とした階層別研修で職

場研修の効果的な進め方を取り上げたり、職場研修を含む部下の指導育成が管理監督者の職務であるこ

とを改めて明確にすることなどにより、管理監督者の啓発を進めることが重要である。 

・職場研修マニュアル等の作成・活用 

職場や職員のタイプ別に職場研修のあり方を示すとともに、職場研修の責任者は管理監督者であるこ

と、管理監督という概念には部下の指導・育成という教育的要素も含まれていること等を明記した職場
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研修マニュアル、ガイドブック等を作成して職場の管理監督者に提供することが重要である。 

・職場研修推進運動の展開 

職場研修を全庁的に浸透させて強力に推進するためには、各職場に職場研修推進員を置いたり、職場

研修の強化・推進月間等を定めるといった工夫が必要である。 

（３）職場外研修 

職場外研修は、本来の職務から離れて行われる研修であることから、一定期間集中的に行うことが可

能であり、職務を遂行する上で必要な知識・技術を体系的に学習したり、高度・専門的な知識・技術を

学習する際には効果的な手法であり、また一方では、他の職場や他の地方公共団体、さらには一般の地

域住民等、様々な人々と交流し、相互に啓発しあう機会としても重要である。 

1.研修所研修等 

研修所研修は、多数の職員に職務を遂行するうえで必要な知識を体系的に学ばせるのに効果的である

こと、一定期間集中的に行うことができることなどの利点があることから、昇任や配置換えといった

様々な機会をとらえて、できる限り多くの職員に研修を受ける機会が与えられるよう留意することが必

要である。 

また、研修プログラムの作成に当たっては、職場の意見を十分反映させ、時代の変化に即応した有意

義で効果的な研修となるよう常に心がけることが重要である。 

なお、行政の枠にとらわれない発想の転換等を促す契機ともなる地域住民や民間企業との合同研修の

実施や、特定職種に係る専門的、実務的な知識・技能を習得させるために各部局が主体となって行う集

合研修の活用についても、あわせて検討すること。 

2.派遣研修 

地方公共団体間の派遣研修は、都道府県・市町村間、広域行政圏内の市町村間などで行われていると

ころであり、先進的な行政手法の実地での習得、幅広い視野の涵養等の利点があることから、その趣旨・

目的を明確にし、より有意義な派遣となるよう検討するとともに、専門職員を含む幅広い分野での派遣

研修についても検討すること。 

また、行政需要の複雑高度化に対応するための大学院等への派遣や経営感覚等を身につけるための民

間への派遣についても検討すること。 

なお、自治大学校、市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化研修所などにおいては、常に時代の

変化に即応した高度、専門的な研修を提供しているが、こうした全国的な研修機関に対する派遣研修に

ついても、人材育成を推進するための有効な一方策として活用していくことが重要である。 

3.広域での共同研修 

高度、専門的な研修をはじめとして、必要性が高いにもかかわらず単独の地方公共団体では対応が困

難であると考えられる研修については、都道府県、市長会、町村会等が行う研修や広域市町村圏単位で

行われる研修などの広域での共同研修の活用及びその充実を検討すること。 

なお、広域での共同研修は、広域的な交流による相互啓発の機会となり、また、市町村間の連携を一

層緊密にする契機ともなるものであることから、現在こうした取組がなされていない場合等には、広域

で共同研修を実施するための仕組みづくりについて検討すること。 

（４）職種、階層等に応じた研修 

地方公共団体は多種多様な職種、階層等の職員により運営されていることから、一般的・平均的な実

務遂行能力に加え、多様で高度な専門能力や特定の分野における高度な業務に対応できる能力の養成な

ど、それぞれの職種、階層等にふさわしい研修を行うよう努めることが必要であり、例えば次のような

研修などについて、どのような内容を中心にいかなる手法を用いて研修を行っていくのかについてきめ

細かく検討すること。 
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・保健福祉関係専門職員の研修 

新ゴールドプランの推進等に伴い、保健福祉の専門職の必要性がますます高まってきているが、その

専門能力をより充実させるような育成のあり方について検討すること。 

・議会事務局等職員の研修 

議会事務局、監査委員事務局、人事委員会事務局等の職員については、その職務の拡大等に伴い専門

的能力の育成強化が求められているが、こうした職員に対する研修機会の拡大、研修内容の充実、共同

研修の実施、相互の人事交流の促進等について検討すること。 

・研修担当職員の研修 

研修をより効果的で魅力あるものとしていく上で、研修担当職員の果たす役割は極めて大きいことか

ら、研修担当職員の育成方策について検討すること。 

４ 人材育成推進体制の整備等 

（１）人材育成推進体制の整備 

人材育成を効果的に推進するためには、首長のリーダーシップのもとに総合的な取組を推進し、職場

風土、人事管理等の改善や研修の充実を図るとともに、職員の一人ひとりが意欲を持って自己啓発等に

取り組んでいくことが重要であるが、そのためには、管理監督者の自覚と部下に対する適切な指導・助

言、さらには、こうした取組を支える人材育成担当部門の体制整備が不可欠である。 

1.管理監督者 

管理監督者は、職員の能力開発のニーズを的確に把握し、それぞれの能力や性格に応じた指導を行い

うる立場にあり、また、その人材育成に対する取組姿勢が職員の意識や職場の雰囲気に大きな影響を与

えることから、人材育成を推進していく上で極めて重要な役割を担っている。 

したがって、管理監督者にこうした自覚を促し、意識啓発を不断に図っていくための方策や管理監督

者に不可欠な指導力や統率力などの管理能力の向上方策等について検討すること。 

2.人材育成担当部門 

人材育成を効果的・系統的に推進していくためには、職員全体の育成体系を立てるとともに、個別の

取組を総合的に調整していく必要があり、人材育成の総合的調整・管理を行う部門が不可欠である。 

したがって、人材育成担当部門（人事課、人事委員会、職員研修所等）の体制、機能、相互の役割分

担、さらにはこうした部門と各部局・職場との連携のあり方等について検討すること。 

また、全庁的に人材育成を推進していくため、部局横断的な連絡調整組織の設置の必要性についても

検討すること。 

（２）都道府県と市町村との連携 

人材育成は各地方公共団体自らが行うことが原則であるが、例えば、都道府県と市町村との共同での

研修所設置や、研修講師養成のための研修、新しい課題に対応した高度な研修、情報の提供等を通じた

市町村の人材育成に対する都道府県の協力などにより、都道府県と市町村が人材育成の面で相互に連携

を深めることも重要であることから、具体的な連携方策についても、地域の実情に応じて検討すること。 

43



―

・係長新任【仕事と人のマネジメント】 ・課長新任【管理者の役割】 （部長研修）

・係長コーチング

・課長新任【管理者の役割】 （部長研修）

・係長新任【倫理・メンタル】 ・管理職メディアトレーニング

・課長新任【管理者の役割】 （部長研修）

・課長現任

・管理職メディアトレーニング

・課長新任【管理者の役割】

・課長新任【倫理・ハラスメント・メンタ
ル】

・管理職基礎力（決断力・判断力）

・管理職基礎力（調整力・交渉力）

―

・係長現任 （なし） （なし）

問題解決(0) ・係長現任 （なし） （なし）

・新任Ⅱ期 ・現任１部

・係長現任

（なし）

・新任Ⅱ期 ・現任１部 ・係長現任

・現任３部

・政策課題研究 ・立法法務 ・政策法務（基礎）

・新任Ⅱ期 ・現任１部 ・係長現任

・現任３部

・政策法務（基礎） ・政策課題研究 ・立法法務

・新任Ⅱ期 ・現任１部 ・係長現任

・現任３部

・政策法務（基礎） ・政策課題研究 ・立法法務

・係長現任

・政策法務（基礎） ・政策課題研究 ・立法法務

・政策法務（基礎） ・立法法務

（なし） （なし）

（なし）

・係長コーチング

・ロジカルトレーニング ・ＣＳクレーム対応 ・アサーティブコミュニケーション

・ファシリテーション ・対話力 ・技能労務職

（「専門知識・技能」に含める）

・新任Ⅰ期  

・転職者Ⅰ期

・地方財政

・実務研修（全29研修） ・専門職研修（全４研修）

・福祉研修

教養
一般教養(0)

・男女共同参画社会形成研修 ・人権啓発研修

・講師養成（基礎科）

・講師養成（科目別)

・プレゼンテーション

テ
ク
ニ
カ
ル
ス
キ
ル

専門知識(3)

業務遂行(事務処理）(13)

・情報処理研修-パソコン部門（全９研修）

専門知識・技能(8)

・法務研修（全８研修）

・情報処理研修-OAマネジメント部門（全３研修）

業
務
遂
行
能
力

ヒ

ュ
ー
マ
ン
ス
キ
ル

（
「
組
織
人

」
と
し
て
必
要
な
能
力

）

折衝調整(5) 調整(5)

折衝交渉(3)

コミュニケーション(7)

・現任２部 ・管理職クレーム対応

プレゼンテーション(3)

・現任３部

情報収集・活用(9)

（なし）

課題解決(6)

企画・政策立案(5)

・現任３部

政策法務(3)

・現任３部

・転職者Ⅱ期 判断(3)

政策形成(9)

課題発見(7)

・現任３部 政策立案(7) 政策決定(4) 政策調整(3)

問題解決(2)

問題解決(5)

組織管理(3)

自己管理(3)

・メンタルヘルス

課
題
達
成
能
力

コ
ン
セ
プ
チ

ュ
ア
ル
ス
キ
ル

（
問
題
・
課
題
の
発
見
と
解
決

）

企画・計画(3) 課題発見(2) 政策立案(2) 政策決定(6)

・現任１部

統率(3) 行政経営(6)

組織管理(4)

危機管理(4) 部門管理(2)

目標管理(3)

課　　長 部　　長

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ス
キ
ル

（
ヒ
ト
・
モ
ノ
・
カ
ネ
の
活
用

）

指導育成(8) 指導育成(6) 指導育成(5) 統率(2)

・現任２部

・現任フォローアップ

育成能力別実施研修（総覧）

区　　分 主　　事 主　　任 係　　長

＜部長研修＞

各回異なる講師・テーマで

実施する有識者等の講義の

中で、上記事柄を含んでい

る場合がある。

＜資料の見方＞

【網掛け】

・各団体の人材育成基本方針から集約した各職層に求めら

れ る能力

【（ ）内の数字】

・人材育成基本方針において当該能力の必要性を掲げてい

る団体数

【研修】

・当該能力の向上を目指した研修の実施状況を、研修の受
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育成能力別実施研修（詳細）

役職 能力 実施している研修 研修内容 日数
（日）

回数
（回）

修了人数
-　直近実績

（人）

現任２部 コミュニケーション能力向上として、コーチングやＯＪＴを学ぶ。 2 4 490

現任フォローアップ
ベテランとしての役割を認識し、知識継承(ナレッジマネジメント)を
学ぶ。

0.5 3 240

係長新任【仕事と人のマネジメント】 ＪＳＴ方式を通じて、係長に必要な能力を修得する。 2 6 487

係長コーチング
コーチングを使って部下指導・部下育成に役立てる。グループワー
ク・ロールプレイ中心。

2 1 27

組織管理 係長新任【倫理・メンタル】 係長としての倫理観、メンタルヘルスを修得する。講義中心。 1 3 503

指導育成 課長新任【管理者の役割】 組織運営・業務管理・人材育成をグループ討議を通じて学ぶ。 2 5 204

課長新任【管理者の役割】 組織運営・業務管理・人材育成をグループ討議を通じて学ぶ。 2 5 204

管理職メディアトレーニング リスク管理のなかでも、メディア対応に特化した実習メインの研修。 1 1 14

課長新任【管理者の役割】 組織運営・業務管理・人材育成をグループ討議を通じて学ぶ。 2 5 204

課長現任 リスク管理について、講義・実習を通じて学ぶ。 2 5 171

管理職メディアトレーニング リスク管理のなかでも、メディア対応に特化した実習メインの研修。 1 1 14

目標管理 課長新任【管理者の役割】 組織運営・業務管理・人材育成をグループ討議を通じて学ぶ。 2 5 204

課長新任【倫理・ハラスメント・メンタル】
課長としての倫理観、ハラスメント防止、メンタルヘルスを修得す
る。講義中心。

1 2 230

管理職基礎力（決断力・判断力） 講義・演習を通じて、決断力・判断力を高める。 2 1 32

管理職基礎力（調整力・交渉力） 講義・演習を通じて、調整力・交渉力を高める。 2 1 34

統率

行政経営

部門管理

全職員 自己管理 メンタルヘルス メンタルヘルスの基礎知識を講義形式で学ぶ。 0.5 3 334

現任１部
政策形成に必要な基礎的能力を講義・グループワーク・発表を通じて
学ぶ。

2 6 880

現任３部 テーマに対して政策形成の手順を使い、提案(プレゼン)発表を行う。 3 3 309

新任Ⅱ期 法務の基礎を講義で、政策形成をグループワーク・発表で学ぶ。 2 5 852

現任１部
政策形成に必要な基礎的能力を講義・グループワーク・発表を通じて
学ぶ。

2 6 880

現任３部 テーマに対して政策形成の手順を使い、提案(プレゼン)発表を行う。 3 3 309

転職者Ⅱ期 法務の基礎を講義で、政策形成をグループワーク・発表で学ぶ。 2 1 26

課題発見 係長現任
テーマに対して政策形成の手順を使い、提言書の作成・発表・評価を
行う。

3 4 366

政策立案 係長現任
テーマに対して政策形成の手順を使い、提言書の作成・発表・評価を
行う。

3 4 366

問題解決 係長現任
テーマに対して政策形成の手順を使い、提言書の作成・発表・評価を
行う。

3 4 366

判断 ― ― ― ― ―

政策立案 ― ― ― ― ―

政策決定 ― ― ― ― ―

政策決定 ― ― ― ― ―

政策調整 ― ― ― ― ―

新任Ⅱ期 法務の基礎を講義で、政策形成をグループワーク・発表で学ぶ。 2 5 852

現任１部
政策形成に必要な基礎的能力を講義・グループワーク・発表を通じて
学ぶ。

2 6 880

現任３部 テーマに対して政策形成の手順を使い、提案(プレゼン)発表を行う。 3 3 309

係長現任
テーマに対して政策形成の手順を使い、提言書の作成・発表・評価を
行う。

3 4 366

政策法務（基礎）
講義・演習を通じ、自治体政策の体系や政策サイクル、問題解決の手
法と解決の手段として条例の作成手続きなどを学ぶ。

2 2 118

政策課題研究
約４か月間にわたり、毎年度自治体が直面する課題をテーマに、課題
対する調査研究を行い、その解決策としての政策提言を行う。

8 1 15

立法法務
約４か月間にわたり、毎年度自治体が直面する課題をテーマに、課題
対する調査研究を行い、その解決策として条例を作成する。

8 1 12

2

※日数・回数は26年度のもの

※各回異なる講師・テーマで実施する有識者等の講義の中で、左記事
柄を含んでいる場合がある。

0.5 75（部長研修）

課
題
達
成
能
力

コ
ン
セ
プ
チ

ュ
ア
ル
ス
キ
ル

政策形成

主事・主任

企画・計画

問題解決

全職員

係長

課長

部長

課長

統率

危機管理

区分

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ス
キ
ル

主事・主任 指導育成

指導育成

部長

組織管理

係長
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役職 能力 実施している研修 研修内容 日数
（日）

回数
（回）

修了人数
-　直近実績

（人）

区分

新任Ⅱ期 法務の基礎を講義で、政策形成をグループワーク・発表で学ぶ。 2 5 852

現任１部
政策形成に必要な基礎的能力を講義・グループワーク・発表を通じて
学ぶ。

2 6 880

現任３部 テーマに対して政策形成の手順を使い、提案(プレゼン)発表を行う。 3 3 309

係長現任
テーマに対して政策形成の手順を使い、提言書の作成・発表・評価を
行う。

3 4 366

政策法務（基礎）
講義・演習を通じ、自治体政策の体系や政策サイクル、問題解決の手
法と解決の手段として条例の作成手続きなどを学ぶ。

2 2 118

政策課題研究
約４か月間にわたり、毎年度自治体が直面する課題をテーマに、課題
対する調査研究を行い、その解決策としての政策提言を行う。

8 1 15

立法法務
約４か月間にわたり、毎年度自治体が直面する課題をテーマに、課題
対する調査研究を行い、その解決策として条例を作成する。

8 1 12

情報収集・活用 ― ― ― ― ―

新任Ⅱ期 法務の基礎を講義で、政策形成をグループワーク・発表で学ぶ。 2 5 852

現任１部
政策形成に必要な基礎的能力を講義・グループワーク・発表を通じて
学ぶ。

2 6 880

現任３部 テーマに対して政策形成の手順を使い、提案(プレゼン)発表を行う。 3 3 309

係長現任 テーマに対して政策形成の手順を使い、提言書の作成・発表を行う。 3 4 366

政策法務（基礎）
講義・演習を通じ、自治体政策の体系や政策サイクル、問題解決の手
法と解決の手段として条例の作成手続きなどを学ぶ。

2 2 118

政策課題研究
約４か月間にわたり、毎年度自治体が直面する課題をテーマに、課題
対する調査研究を行い、その解決策としての政策提言を行う。

8 1 15

立法法務
約４か月間にわたり、毎年度自治体が直面する課題をテーマに、課題
対する調査研究を行い、その解決策として条例を作成する。

8 1 12

現任３部 テーマに対して政策形成の手順を使い、提案(プレゼン)発表を行う。 3 3 309

係長現任
テーマに対して政策形成の手順を使い、提言書の作成・発表・評価を
行う。

3 4 366

政策法務（基礎）
講義・演習を通じ、自治体政策の体系や政策サイクル、問題解決の手
法と解決の手段として条例の作成手続きなどを学ぶ。

2 2 118

政策課題研究
約４か月間にわたり、毎年度自治体が直面する課題をテーマに、課題
対する調査研究を行い、その解決策としての政策提言を行う。

8 1 15

立法法務
約４か月間にわたり、毎年度自治体が直面する課題をテーマに、課題
対する調査研究を行い、その解決策として条例を作成する。

8 1 12

政策法務（基礎）
講義・演習を通じ、自治体政策の体系や政策サイクル、問題解決の手
法と解決の手段として条例の作成手続きなどを学ぶ。

2 2 118

立法法務
約４か月間にわたり、毎年度自治体が直面する課題をテーマに、課題
対する調査研究を行い、その解決策として条例を作成する。

8 1 12

主任 折衝調整 ― ― ― ― ―

調整 ― ― ― ― ―

折衝交渉 ― ― ― ― ―

現任２部 コミュニケーション能力向上として、コーチングやＯＪＴを学ぶ。 2 4 490

係長コーチング
コーチングを使って部下指導・部下育成に役立てる。グループワー
ク・ロールプレイ中心。

2 1 27

管理職クレーム対応 クレームの２次対応を講義中心に。 1 1 21

ロジカルトレーニング 論理的思考力を養うための個人ワーク・グループワークが中心。 2 2 61

ＣＳクレーム対応 お客様対応のテクニック向上を図り、ロールプレイを中心に。 2 1 55

アサーティブコミュニケーション 相手に配慮した表現方法を修得する。講義・ロールプレイ半分ずつ。 1 2 27

ファシリテーション
係長以上に対して、会議・ミーティング運営のノウハウを講義・ワー
ク形式で。

2 1 22

対話力 相手に配慮した表現方法を修得する。講義・ロールプレイ半分ずつ。 1 1 27

技能労務職 公務員としての自覚を倫理で学び、良好な対人関係を創る基礎を学ぶ。 1 1 27

現任３部 テーマに対して政策形成の手順を使い、提案(プレゼン)発表を行う。 3 3 309

講師養成（基礎科） 講師登壇に必要なスキル修得のため、実習が中心。 2 3 55

講師養成（科目別） 各科目について登壇実習を通じて本番への布石とする。 3 2 39

プレゼンテーション 個人の表現力向上を図るために、グループワーク・発表中心。 2 1 24

課
題
達
成
能
力

コ
ン
セ
プ
チ

ュ
ア
ル
ス
キ
ル

政策法務

全職員

プレゼンテーション

係長

課題解決

企画・政策立案

全職員

課題発見

業
務
遂
行
能
力

ヒ

ュ
ー

マ
ン
ス
キ
ル

コミュニケーション
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役職 能力 実施している研修 研修内容 日数
（日）

回数
（回）

修了人数
-　直近実績

（人）

区分

主任 専門知識

業務遂行（事務処理）
情報処理研修-パソコン部門
（全９研修）

表計算ソフト（初級、中級）、プレゼンテーションソフト（初級）、
データベースソフト（初級）、CADソフト（初級）、表計算VBAマク
ロ、文書作成ソフト、パソコン入門、AutoCAD（初級）

1～2 1～7 912

新任Ⅰ期 人権・倫理・公務員制度・自治制度・財政の基礎を講義形式で学ぶ。 4 4 903

転職者Ⅰ期 人権・倫理・公務員制度・自治制度・財政の基礎を講義形式で学ぶ。 4 1 28

法務研修（全８研修） （別表にまとめる） 別表 別表 758

地方財政
有識者による地方財政の現状と課題に関する講義のほか、財政の意義
と役割や自治体の収入と支出などの財政の仕組み等を学ぶ。

3 2 114

情報処理研修-ＯＡマネジメント
部門（全３研修）

（別表にまとめる） 別表 別表 106

実務研修（全29研修） （別表にまとめる） 別表 別表 1,184

保健師研修 コミュニケーション能力向上のためにコーチングを使ったワークが中心。 1 1 26

栄養士研修
１人職場が多い環境なので、周りとのコミュニケーションを図る調整
力をロールプレイ等で伸ばす。

1 1 24

保育士研修
保護者と良好なコミュニケーションを取るために、グループワーク・
ロールプレイ等で体感してもらう。園内情報共有を重視したテキス
ト。

1 1 57

技術職研修（工事監理）
工事監理の法的根拠や記録、契約に関する実務を講義形式で学ぶ。ま
た工事監理の実務について、グル―プで事例研究を行う。

3 1 52

男女共同参画社会形成研修
男女共同参画社会形成促進のための知識の修得を図る。ワークライフ
バランスや、女性に対する暴力、男性の育児参加などを毎回取り上げ
ている。

0.5 2 283

人権啓発研修 各種、人権問題について講義形式で学ぶ。 0.5 2 335

専門知識・技能

（下の「専門知識・技能」に含める）

全職員

教養 一般教養全職員

業
務
遂
行
能
力

テ
ク
ニ
カ
ル
ス
キ
ル
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育成能力別実施研修（詳細）別表_実務研修等

研修分類 研修分類 研修名 対象職員等
日数
（日）

回数
（回）

修了人数
-　直近実績

（人）

自治立法実務科
法制担当職員として実務経験１年未満、
又は条例・規則に関する基礎を学びたい職員

2 1 34

自治体債権管理回収科 実務経験1年未満の職員 2 1 37

人事科（偶数年） 実務経験２年未満の職員 3 1 42

労働安全衛生科（奇数年） 実務経験２年未満の職員 2 1 27

財政科（奇数年） 実務経験２年未満の職員 2 1 49

会計科（偶数年） 実務経験２年未満の職員 2 1 47

広報科（偶数年） 実務経験２年未満の職員 3 1 27

契約科（奇数年） 実務経験２年未満の職員 2 1 61

固定資産税科（初級）土地 実務経験１年未満の職員 2 1 43

固定資産税科（初級）家屋 実務経験１年未満の職員 2 1 49

固定資産税科（初級）償却資産 実務経験１年未満の職員 2 1 32

住民税科（初級）個人 実務経験１年未満の職員 2 1 70

住民税科（初級）法人 実務経験１年未満の職員 2 1 32

徴収科（初級） 実務経験１年未満の職員 2 1 59

固定資産税科（中級）土地 実務経験が１年以上の職員 2 1 33 （Ａ）

固定資産税科（中級）家屋 実務経験が１年以上の職員 2 1 35 （Ａ）

固定資産税科（中級）償却資産 実務経験が１年以上の職員 1 1 19 （Ａ）

住民税科（中級）個人 実務経験が１年以上の職員 2 1 63 （Ａ）

住民税科（中級）法人 実務経験が１年以上の職員 1 1 15 （Ａ）

徴収科（中級） 実務経験が１年以上の職員 2 1 36 （Ａ）

廃棄物対策科 実務経験２年未満の職員 2 1 35

子育て支援科 子育て支援行政に携わる職員 1 1 40 （Ｂ）

建築工事科 建築工事に携わる職員 3 1 35 （Ｂ）

都市計画科（奇数年） 実務経験２年未満の職員 3 1 55

公園科（偶数年） 公園行政に携わる職員 1 1 22 （Ｂ）

下水道科（奇数年） 実務経験２年未満の職員 1 1 38

道路科（偶数年） 実務経験２年未満の職員 3 1 47

図書館科（偶数年） 実務経験２年未満の職員 3 1 63

学童保育・児童館科（偶数年） 実務経験２年未満の職員 3 1 39

特別研修 スポット研修 福祉研修（※） 福祉業務に携わる職員 3 1 39 （Ｂ）

システム調達導入初級
実務経験２年未満の職員（情報システム担当課職員また
は各課業務のシステム担当者として）

2 1 52

システム調達導入中級
実務経験２年以上の職員（情報システム担当課職員また
は各課業務のシステム担当者として）

3 1 25 （Ａ）

ネットワーク管理
ＬＡＮを導入・運用し、管理をしている職員又はこれか
ら導入・運用し、管理をしようとしている職員

3 2 29

※福祉・情報システム部門向けの実務研修ととらえ、実務研修と同様に本表に示すこととする。

（33研修中）

（Ａ）応用的な講義・演習を行う研修 7研修 21.2%

（Ｂ）特に所属以外の制限を定めていない研修 4研修 12.1%

上記以外の、基礎的な講義・演習を行う研修 22研修 66.7%

※日数・回数は26年度のもの
（隔年実施研修は除く）

実務研修

総務・一般部門

税務部門

事業部門

情報処理研修 ＯＡマネジメント部門
（※）
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育成能力別実施研修（詳細）別表_法務研修

研修分類 研修分類 研修名 対象職員等
日数
（日）

回数
（回）

修了人数
-　直近実績

（人）

行政法Ⅰ 在職５年程度 3 4 169

地方自治法(※) 在職５年程度 3 5 197

地方公務員法 在職５年程度 3 4 179

民法Ⅰ 採用後１年以上 6 2 111

行政法Ⅱ（奇数年） 行政法Ⅰ修了者、又は行政法の基礎的知識を有する職員 4 1 24

民事訴訟法（奇数年）
民法Ⅰ修了者、又は民事訴訟法の基礎的知識を有する職
員

3 1 39

民法Ⅱ（偶数年） 民法Ⅰ修了者、又は民法の基礎的知識を有する職員 4 1 20

判例研究（偶数年）
※H26休止

法務研修「法律専門部門」のいずれかの研修修了者、
又はそれに準ずる職員

4 1 19

※平成26年度から日数変更（４日間⇒３日間）

法務研修

法律基礎部門

法律専門部門

※日数・回数は26年度のもの
（隔年実施研修は除く）
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O
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テ
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科
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科
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税
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級
）
法

人
徴

収
科

中
級
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総
合

窓
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防

災
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ど

0
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育
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童

保
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児
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福
祉

保
健
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険
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金
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障
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、

高
齢

者
、

介
護
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生

活
福

祉
な

ど
1

福
祉

研
修

都
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備
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門
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門
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*
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修
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務
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門

財
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・
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計
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税

務
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ど

※
但
し

、
窓

口
業

務
に

生
か

せ
る

接
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系
の

研
修

は
、

能
力

開
発

研
修

で
実

施
し

て
い

る
。

研
修

本
数

(　
）
隔

年
研

修
数

1
6

(3
)

研
修

内
訳
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26 東総研 第 217 号 

平成 26 年 11 月 7 日 

 

各研修担当部(課)長 様 

東京都市町村職員研修所 

所長  西 沢  潤 

 

地方公務員法の改正に伴う人事評価制度に関する調査について（照会） 

 

日頃より当研修所の業務運営にご理解ご協力を賜り誠にありがとうございます。研修所

では、現在、東京都市町村職員研修所研修のあり方検討会において、今後の研修所研修に

ついてご検討いただいています。 

検討のまとめの段階に入っておりますが、平成 28年４月に施行が見込まれている改正地

方公務員法の新人事評価制度の能力評価と各組織市町村の人材育成計画等との関連に係る

動向を参考にしたいとの検討会での意向がありましたので、下記のとおりご回答をお願い

いたします。 

なお、本照会は、新人事評価制度の能力評価が、効果的な人材育成に活用されることを

期待されていることを鑑みて行っているもので、回答は、研修担当者、研修担当部門とし

ての立場でお願いいたします。 

結果については、集計した結果のみをメールまたはホームページ（研修担当者用ページ）

にて通知を行う予定です。 

 

記 

 

１ 提 出 物   別添「【●●市町村】回答票（新人事評価制度に関する調査）」 

２ 回答期限  平成 26年 11月 21日（金） 

３ 提出方法  Ｅメールにて、下記メールアドレスあてにご提出ください。 

４ 提 出 先  教務課 研修第一係 渡辺 牛山 

TEL 042-384-6444  FAX 042-384-7042 

URL http://www.tskweb.jp/  E-mail chosa@tskweb.jp 

※回答の際は、ファイル名【 】内を貴団体名に変更してください。 

５ 添付資料  地方公共団体における人事評価制度の導入等について（総務省自治行

政局公務員部給与能率推進室） 

 

 

 

（問い合わせ） 

東京都市町村職員研修所 

 教務課 研修第一係 渡辺 牛山 

Tel (042)384-6444  Fax (042)384-7042 

51

mailto:chosa@tskweb.jp


地
方
公
務
員
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
人
事
評
価
制
度
に
関
す
る
調
査

（
回
答
に
あ
た
っ
て
は
、
平
成
2
6
年
1
1
月
1
日
現
在
で
お
答
え
く
だ
さ
い
）

団
体
名

●
●
市

所
属
部
署

職
員
課

担
当
者
名

研
修
　
太
郎

部
長
職

（
部
次
長
含
む
）

課
長
職

（
管
理
職
の
課
長
補
佐
等
含
む
）

係
長
職

（
統
括
係
長
・
主
査
等
含
む
）

主
任
職

主
事
職

①
処
遇
反
映
（
昇
給
）

①
処
遇
反
映
（
昇
給
）

①
処
遇
反
映
（
昇
給
）

①
処
遇
反
映
（
昇
給
）

①
処
遇
反
映
（
昇
給
）

②
処
遇
反
映
（
勤
勉
手
当
）

②
処
遇
反
映
（
勤
勉
手
当
）

②
処
遇
反
映
（
勤
勉
手
当
）

②
処
遇
反
映
（
勤
勉
手
当
）

②
処
遇
反
映
（
勤
勉
手
当
）

③
処
遇
反
映
（
昇
任
）

③
処
遇
反
映
（
昇
任
）

③
処
遇
反
映
（
昇
任
）

③
処
遇
反
映
（
昇
任
）

③
処
遇
反
映
（
昇
任
）

④
処
遇
反
映
（
そ
の
他
：
　
）

④
処
遇
反
映
（
そ
の
他
：
　
）

④
処
遇
反
映
（
そ
の
他
：
　
）

④
処
遇
反
映
（
そ
の
他
：
　
）

④
処
遇
反
映
（
そ
の
他
：
　
）

⑤
処
遇
反
映
し
て
い
な
い

⑤
処
遇
反
映
し
て
い
な
い

⑤
処
遇
反
映
し
て
い
な
い

⑤
処
遇
反
映
し
て
い
な
い

⑤
処
遇
反
映
し
て
い
な
い

⑥
評
価
制
度
未
導
入

⑥
評
価
制
度
未
導
入

⑥
評
価
制
度
未
導
入

⑥
評
価
制
度
未
導
入

⑥
評
価
制
度
未
導
入

①
職
場
環
境
や
勤
務
実
態
、
研
修
受
講
枠
数
な
ど
の
事
情
に
よ
り
研
修
が
困
難
な
職
員
に
対
し
て
不
公
平
・
不
利
益
に
な
る

②
人
事
評
価
の
評
点
を
上
げ
る
た
め
に
研
修
を
受
講
す
る
な
ど
、
本
来
の
研
修
目
的
か
ら
外
れ
た
研
修
受
講
者
が
増
え
る

③
研
修
成
果
を
客
観
的
に
評
価
で
き
ず
、
研
修
受
講
回
数
等
の
外
形
的
な
デ
ー
タ
し
か
な
い

④
職
員
研
修
実
績
デ
ー
タ
の
収
集
管
理
ま
た
は
人
事
評
価
の
評
定
者
へ
の
デ
ー
タ
提
供
体
制
が
整
っ
て
い
な
い

⑤
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
）

職
員
研
修
実
績
デ
ー
タ
を
人
事
評
価
に
反
映
さ
せ
る
際
の
課
題
(
職

員
研
修
実
績
デ
ー
タ
を
人
事
評
価
に
反
映
さ
せ
て
い
な
い
自
治
体
に

お
い
て
は
そ
の
理
由
)
に
つ
い
て
、
該
当
す
る
主
な
も
の
を
１
つ
選

択
し
て
く
だ
さ
い
。
⑤
に
該
当
が
あ
る
場
合
は
、
課
題
や
理
由
を
具

体
的
に
記
述
し
て
く
だ
さ
い
。

問
7

①
一
致
し
て
い
る

②
一
致
し
て
い
な
い
が
、
人
材
育
成
基
本
方
針
等
ま
た
は
人
事
評
価
制
度
に
つ
い
て
改
正
地
方
公
務
員
法
の
施
行
ま
で
に
見
直
し
を
予
定
し
て
い
る
。

③
一
致
し
て
お
ら
ず
、
人
材
育
成
基
本
方
針
等
ま
た
は
人
事
評
価
制
度
に
つ
い
て
改
正
地
方
公
務
員
法
の
施
行
ま
で
の
見
直
し
も
予
定
し
て
い
な
い
。

④
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
）

人
事
評
価
制
度
の
能
力
評
価
項
目
と
人
材
育
成
基
本
方
針
等
で
定
め

る
職
層
ご
と
に
求
め
ら
れ
る
能
力
（
資
質
）
は
一
致
し
て
い
ま
す

か
？
一
致
し
て
い
な
い
場
合
は
、
今
後
の
予
定
に
つ
い
て
、
選
択
肢

か
ら
１
つ
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

問
5

①
総
合
評
価
を
行
う
際
に
、
能
力
評
価
や
業
績
評
価
か
ら
独
立
し
た
評
価
指
標
と
し
て
用
い
て
い
る

②
職
員
の
能
力
の
状
況
を
表
す
も
の
と
し
て
能
力
評
価
を
行
う
際
に
用
い
て
い
る

③
予
め
設
定
し
た
業
務
目
標
の
達
成
度
を
表
す
も
の
と
し
て
、
業
績
評
価
(
目
標
管
理
)
を
行
う
際
に
用
い
て
い
る

④
職
員
の
仕
事
の
成
果
・
実
績
の
一
部
と
し
て
、
業
績
評
価
(
成
果
・
実
績
)
を
行
う
際
に
用
い
て
い
る

⑤
明
確
な
評
価
指
標
と
は
位
置
づ
け
て
い
な
い
が
、
適
宜
職
員
研
修
実
績
デ
ー
タ
を
参
照
し
て
い
る

⑥
職
員
研
修
実
績
デ
ー
タ
を
参
照
し
て
い
な
い

⑦
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
）

⑧
人
事
評
価
制
度
を
導
入
し
て
い
な
い

職
員
研
修
実
績
デ
ー
タ
の
人
事
評
価
へ
の
活
用
に
つ
い
て
、
人
事
評

価
に
お
け
る
職
員
研
修
実
績
デ
ー
タ
の
活
用
状
況
と
し
て
、
最
も
近

い
も
の
１
つ
を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。
⑦
に
該
当
が
あ
る
場
合

は
、
活
用
状
況
等
を
具
体
的
に
記
述
し
て
く
だ
さ
い
。

問
6

【
複
数
選
択
可
】

人
事
評
価
制
度
の
処
遇
に
つ
い
て
、
該
当
す
る
も
の
全
て
を
選
択

し
て
く
だ
さ
い
。
昇
給
、
勤
勉
手
当
、
昇
任
以
外
の
処
遇
に
反
映
さ

せ
て
い
る
場
合
に
は
、
「
④
処
遇
反
映
（
そ
の
他
：
　
　
）
」
の
項

目
に
、
そ
の
内
容
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

問
3

人
事
評
価
制
度
を
、
人
材
育
成
を
推
進
し
て
い
く
た
め
に
必
要
な
制

度
と
し
て
、
人
材
育
成
基
本
方
針
や
人
材
育
成
実
施
計
画
等
に
お
い

て
、
明
確
に
位
置
付
け
て
い
ま
す
か
？
位
置
づ
け
て
い
な
い
場
合

は
、
今
後
の
予
定
に
つ
い
て
、
選
択
肢
か
ら
１
つ
選
択
し
て
く
だ

さ
い
。

問
4

①
平
成
　
年
　
月
導
入
予
定

②
未
定

問
1
で
「
②
導
入
し
て
い
な
い
」
も
し
く
は
「
③
そ
の
他
」
と
回
答

し
た
団
体
に
お
伺
い
し
ま
す
。
今
後
の
導
入
予
定
時
期
を
お
教
え
く

だ
さ
い
。

問
2

①
位
置
づ
け
て
い
る

②
位
置
づ
け
て
い
な
い
が
、
人
材
育
成
基
本
方
針
等
に
つ
い
て
改
正
地
方
公
務
員
法
の
施
行
ま
で
に
見
直
し
を
予
定
し
て
い
る
。

③
位
置
づ
け
て
お
ら
ず
、
人
材
育
成
基
本
方
針
等
に
つ
い
て
改
正
地
方
公
務
員
法
の
施
行
ま
で
の
見
直
し
も
予
定
し
て
い
な
い
。

④
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
）

N
o
.

質
問
内
容

回
答

問
1

人
事
評
価
制
度
に
つ
い
て
、
各
職
層
に
お
け
る
導
入
状
況
を
選
択
肢

か
ら
１
つ
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

①
導
入
し
て
い
る

②
導
入
し
て
い
な
い

③
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
）

①
導
入
し
て
い
る

②
導
入
し
て
い
な
い

③
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
）

①
導
入
し
て
い
る

②
導
入
し
て
い
な
い

③
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
）

①
平
成
　
年
　
月
導
入
予
定

②
未
定

①
平
成
　
年
　
月
導
入
予
定

②
未
定

①
平
成
　
年
　
月
導
入
予
定

②
未
定

①
平
成
　
年
　
月
導
入
予
定

②
未
定

①
導
入
し
て
い
る

②
導
入
し
て
い
な
い

③
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
）

①
導
入
し
て
い
る

②
導
入
し
て
い
な
い

③
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
）
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部
長
職

（
部
次
長
含
む
）

課
長
職

（
管
理
職
の
課
長
補
佐
等
含
む
）

係
長
職

（
統
括
係
長
・
主
査
等
含
む
）

主
任
職

主
事
職

N
o
.

質
問
内
容

回
答

【
複
数
選
択
可
】

人
事
評
価
の
評
価
結
果
を
職
員
研
修
に
反
映
さ
せ
る
際
の
課
題
(
人

事
評
価
の
評
価
結
果
を
職
員
研
修
に
反
映
さ
せ
て
い
な
い
自
治
体
に

お
い
て
は
そ
の
理
由
)
は
何
で
し
ょ
う
か
。
該
当
す
る
も
の
を
３
つ

ま
で
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。
⑥
に
該
当
が
あ
る
場
合
は
、
主
な
も

の
を
記
述
し
て
く
だ
さ
い
。

問
9

①
人
事
評
価
に
見
合
っ
た
効
果
的
な
研
修
メ
ニ
ュ
ー
の
作
成
ノ
ウ
ハ
ウ
が
な
い

②
人
事
担
当
部
署
と
研
修
担
当
部
署
が
分
か
れ
て
お
り
、
人
事
評
価
デ
ー
タ
の
取
扱
上
、
連
携
が
困
難
で
あ
る

③
研
修
担
当
部
署
の
予
算
・
人
材
に
限
界
が
あ
り
、
人
事
評
価
結
果
を
受
け
た
、
き
め
細
か
な
研
修
計
画
の
策
定
ま
で
手
が
回
り
に
く
い

④
研
修
所
研
修
の
多
く
が
必
修
型
と
な
っ
て
お
り
、
人
事
評
価
結
果
を
反
映
さ
せ
る
た
め
の
機
動
的
・
柔
軟
な
研
修
体
系
に
な
っ
て
い
な
い
。

⑤
人
事
評
価
の
評
価
結
果
に
基
づ
い
て
、
研
修
受
講
を
決
め
る
と
職
員
本
人
の
自
主
的
な
研
修
へ
の
取
組
意
欲
を
阻
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る

⑥
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
）

①
す
で
に
関
連
づ
け
て
い
る
。

②
改
正
地
方
公
務
員
法
の
施
行
ま
で
に
関
連
づ
け
る
方
向
で
検
討
し
て
い
る
。

③
研
修
所
の
研
修
体
系
の
見
直
し
（
選
択
型
の
研
修
の
拡
充
等
）
状
況
に
よ
っ
て
は
、
今
後
関
連
づ
け
る
方
向
で
検
討
す
る
。

④
改
正
地
方
公
務
員
法
の
施
行
ま
で
に
関
連
づ
け
る
予
定
は
な
い
。

⑤
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

地
方
公
務
員
法
の
一
部
改
正
（
平
成
2
6
年
5
月
公
布
）
に
よ
り
、
人

事
評
価
制
度
の
導
入
等
に
よ
る
能
力
及
び
業
績
に
基
づ
く
人
事
管
理

の
義
務
化
が
図
ら
れ
る
こ
と
を
受
け
て
、
人
事
評
価
制
度
の
能
力
評

価
結
果
を
研
修
制
度
に
関
連
づ
け
る
（
※
）
予
定
は
あ
り
ま
す
か
？

選
択
肢
か
ら
１
つ
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

※
評
価
結
果
の
本
人
開
示
等
に
よ
っ
て
、
当
該
職
層
に
求
め
ら
れ
る

能
力
が
不
足
さ
れ
て
い
る
と
評
価
さ
れ
た
場
合
に
、
本
人
の
希
望
、

も
し
く
は
所
属
長
ま
た
は
人
材
育
成
担
当
部
門
の
推
薦
に
よ
っ
て
当

該
能
力
の
向
上
を
目
的
と
し
た
研
修
を
受
講
で
き
る
環
境
の
こ
と
な

ど
を
指
し
ま
す
。

問
8
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地方公務員法の改正に伴う人事評価制度に関する調査　集計結果

【No1 人事評価制度導入状況】【No.2 導入予定】【No.3 処遇反映】

①昇任・昇格 ②昇給
③免職・降
任・降格・降
号

④勤勉手当
⑤人材育成・
人事異動

⑥処遇反映し
ていない

導入済 24 12 14 4 15 1 1

未導入 3

その他 0

該当なし
未回答 14

導入済 36 23 23 5 20 1 3

未導入 3

その他 0

導入済 37 29 21 7 13 1 4

未導入 1

その他 1

導入済 37 28 21 7 12 1 6

未導入 1

その他 1

導入済 37 26 21 7 12 1 6

未導入 1

その他 1

【No.4 人材育成基本方針等における人事評価制度の位置づけ】

団体数 割合(％)

27 69.2%

7 17.9%

3 7.7%

・人材育成基本方針未導入

処遇反映(団体数）
導入状況
(団体数）

【導入予定】H28.4：1件（現在試行実施中）

①位置づけている

④その他

③位置づけておらず、人材育成基本方針等について改正地方公務員法の施行までの
見直しも予定していない

②位置づけていないが、人材育成基本方針等について改正地方公務員法の施行まで
に見直しを予定している

2

回答

部長職

課長職

係長職

主任職

主事職

人事評価制度を、人材育成を推進していくために必要な制度として、人材育成基本方針や人材育成実施計画等
において、明確に位置付けていますか？位置づけていない場合は、今後の予定について、選択肢から１つ選択
してください。

【導入予定】H27.4：1件、H27.12：1件、未定1件

【導入予定】H28.4：2件、未定１件

-

町村：部長職なし

-

【導入予定】未定１件

5.1%

【導入予定】未定１件

【導入予定】H28.4：1件（現在試行実施中）

【導入予定】未定１件

【導入予定】H28.4：1件（現在試行実施中）
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【No.5 人事評価制度の能力評価項目と人材育成基本方針との項目整合性】

団体数 割合(％)

18 46.2%

10 25.6%

4 10.3%

1 2.6%

【No.6 研修実績データの人事評価への活用】

団体数 割合(％)

0 0.0%

0 0.0%

1 2.6%

3 7.7%

9 23.1%

24 61.5%

0 0.0%

未回答

・表記は異なる部分があるが、内容は一致していることから、見直す予定
はない。
・現在は一致していないが、平成27年度から一致するように見直しを進め
ている。
・項目が全く同様に合致しているわけではないが、大きな枠組みの中では
同様であると考えている。
・一部で一致している。
・人材育成基本方針未導入

④その他

③一致しておらず、人材育成基本方針等または人事評価制度について改正地方公務
員法の施行までの見直しも予定していない

②一致していないが、人材育成基本方針等または人事評価制度について改正地方公
務員法の施行までに見直しを予定している

①一致している

回答

人事評価制度の能力評価項目と人材育成基本方針等で定める職層ごとに求められる能力（資質）は一致してい
ますか？一致していない場合は、今後の予定について、選択肢から１つ選択してください。

6

④職員の仕事の成果・実績の一部として、業績評価(成果・実績)を行う際に用いて
いる

③予め設定した業務目標の達成度を表すものとして、業績評価(目標管理)を行う際
に用いている

②職員の能力の状況を表すものとして能力評価を行う際に用いている

①総合評価を行う際に、能力評価や業績評価から独立した評価指標として用いてい
る

回答

2

職員研修実績データの人事評価への活用について、人事評価における職員研修実績データの活用状況として、
最も近いもの１つを選択してください。⑦に該当がある場合は、活用状況等を具体的に記述してください。

⑧人事評価制度を導入していない

・職員がより高度な知識・技術などを身につけるために自ら積極的に研修
を受講することがあれば、意欲等の面で評価をする。しかし、どちらかと
言えば、職員研修実績データは、所属長が担当業務の割り振りなどのマネ
ジメントに活用できるように情報提供を行っているのが実情である。

⑦その他

⑥職員研修実績データを参照していない

⑤明確な評価指標とは位置づけていないが、適宜職員研修実績データを参照してい
る

15.4%

5.1%
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【No.7 研修実績データの人事評価への活用時の課題】

団体数 割合(％)

13 33.3%

2 5.1%

15 38.5%

5 12.8%

【No.8 能力評価結果の研修制度への関連づけ】

団体数 割合(％)

5 12.8%

8 20.5%

13 33.3%

9 23.1%

①すでに関連づけている

4
・組織から求められている資質・能力（考課要素）を向上させる研修を、
個々の職員が自発的に受講できる選択研修として実施している
・平成28年度に人材育成基本方針を改正する予定であるため、その中で検
討していく
・検討中

⑤その他

④改正地方公務員法の施行までに関連づける予定はない

③研修所の研修体系の見直し（選択型の研修の拡充等）状況によっては、今後関連
づける方向で検討する

②改正地方公務員法の施行までに関連づける方向で検討している

・評価要素と研修の連携に向けて準備をしている
・当市の人事評価は，当該年度の業績の達成度（業績評価），業務遂行過
程における能力の発揮状況（能力評価）で評価しており，職員研修の受講
実績は直接の評価対象となっていない。これを評価対象とする場合は，人
事考課制度の根本的な考え方から検討する必要が出てくるため，現時点で
は評価対象とする予定はない
・評価に当たって重要なことは研修受講の実績ではなく、能力を行動に発
揮することにあるので、関連性はあるが、直接的に評価へ影響するもので
はないため。

⑤その他

④職員研修実績データの収集管理または人事評価の評定者へのデータ提供体制が
整っていない

③研修成果を客観的に評価できず、研修受講回数等の外形的なデータしかない

回答

②人事評価の評点を上げるために研修を受講するなど、本来の研修目的から外れた
研修受講者が増える

回答

10.3%

10.3%

地方公務員法の一部改正（平成26年5月公布）により、人事評価制度の導入等による能力及び業績に基づく人
事管理の義務化が図られることを受けて、人事評価制度の能力評価結果を研修制度に関連づける（※）予定は
ありますか？選択肢から１つ選択してください。

※評価結果の本人開示等によって、当該職層に求められる能力が不足されていると評価された場合に、本人の希望、もしくは所属長ま
たは人材育成担当部門の推薦によって当該能力の向上を目的とした研修を受講できる環境のことなどを指します。

職員研修実績データを人事評価に反映させる際の課題(職員研修実績データを人事評価に反映させていない自
治体においてはその理由)について、該当する主なものを１つ選択してください。⑤に該当がある場合は、課
題や理由を具体的に記述してください。

①職場環境や勤務実態、研修受講枠数などの事情により研修が困難な職員に対して
不公平・不利益になる

4
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【No.9 能力評価結果の研修制度反映時の課題】

団体数 割合(％)

24 61.5%

7 17.9%

24 61.5%

7 17.9%

7 17.9%

回答【複数回答可】

・小離島のため評価と研修の相互関連に係る人員及び経費に限界がある

⑥その他

⑤人事評価の評価結果に基づいて、研修受講を決めると職員本人の自主的な研修へ
の取組意欲を阻害するおそれがある

④研修所研修の多くが必修型となっており、人事評価結果を反映させるための機動
的・柔軟な研修体系になっていない

③研修担当部署の予算・人材に限界があり、人事評価結果を受けた、きめ細かな研
修計画の策定まで手が回りにくい

②人事担当部署と研修担当部署が分かれており、人事評価データの取扱上、連携が
困難である

①人事評価に見合った効果的な研修メニューの作成ノウハウがない

2

人事評価の評価結果を職員研修に反映させる際の課題(人事評価の評価結果を職員研修に反映させていない自
治体においてはその理由)は何でしょうか。該当するものを３つまで選択してください。⑥に該当がある場合
は、主なものを記述してください。

5.1%
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